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外貨建取引の会計処理方法に関する研究
ーその国際比較を中心として-
榊原英夫
I はじめに
外貨建取引とは，企業が商品，原材料，機械設備などを輸出入する場合や企
業が外国企業への貸付や外国企業から借入を行う場合，その取引価格が外国通
貨で表示されている取引のことである。企業がこのような外貨建取引を行う場
合，取引日にその取引価格を国内通貨に換算して，記帳する必要がある。また，
取引日から決算日までの聞に為替相場が変動する場合 決算日に保有されてい
る外国通貨や決算日までに決済されず、に残っている外貨建債権債務(外貨建の
売掛金，買掛金，貸付金，借入金など)について，国内通貨に換算し，貸借対
照表価額を決定する必要がある。さらに，為替相場の変動によって，取引日に
おける各項目の国内通貨換算額と決算日や決済日の国内通貨換算額との聞に差
額が生じる場合，その為替変動差額を会計処理する必要がある。本論文では，
国際会計基準および各国の会計処理基準における外貨建取引に関する会計処理
方法を比較し，その差異を明らかにするとともに，各会計処理方法の論拠を中
心に検討する。本論文では，次のような 7つの基準における会計処理方法を比
較し，検討する。つまり，①国際会計基準委員会による国際会計基準第21号，
②日本の企業会計審議会による外貨建取引等会計処理基準，③アメリカの財務
会計基準審議会による財務会計基準書第52号，④カナダ勅許会計士協会の会計
基準設定委員会による会計勧告セクション1650，⑤イギリスの会計基準委員会
による標準会計実務書第20号，⑥オーストラリアの会計基準審議会による会計
基準第1012号，⑦ニュージーランドの会計研究・基準審議会による標準会計実
務書第21号。具体的には，第E節では各基準による当初取引に関する会計処理
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方法，第E節では各基準による決算日の換算方法，第N節では各基準による為
替変動差額に関する会計処理方法を比較し，その差異を明らかにするとともに，
各会計処理方法の論拠を中心に検討する 10
E 当初取引に関する会計処理方法の比較分析
本節では，各基準による当初取引に関する会計処理方法を比較し，その差異
を明らかにするとともに 各会計処理方法の論拠を中心に検討する。
(1) 当初取引に関する会計処理方法の国際比較
図表1(278---279頁参照)は 各基準における「当初取引に関する会計処理
方法」の国際比較である。この図表1から明らかなように，外貨建取引が先物
為替予約等によってヘッジされていない場合は，当初取引に関する会計処理方
法について各基準に差異はみられない。いずれの基準においても，当初取引は，
1 外貨建取引に関する基本的な会計問題としては本論文で検討する問題の他に，輸出
入取引などの取引日から決済日に至るまでの間の為替変動差額(為替換算損益および
為替決済損益)の会計処理方法として，二取引基準かー取引基準のいずれを採用すべ
きかといった問題がある。二取引基準とは，外貨建取引それ自体と当該取ヲ|から生ず
る外貨建金銭債権債務の決済取引とを別個の取引とみなして会計処理する考え方であ
る。したがって，二取引基準によれば，外貨建取引が発生し，取引日の為替相場によ
る本国通貨換算額で仕入，売上，固定資産勘定等に記帳されると，その後為替相場に
変動があっても，その当初記帳額が修正されることはない。当該取引により発生した
外貨建金銭債権債務(買掛金・売掛金など)について，その取引日の本国通貨換算額
と決済日における本国通貨換算額との差額(為替決済損益)が，為替差損益として計
上される。また，決済前に決算日が到来する場合には，取引日の本国通貨換算額と決
算日の為替相場による本国通貨換算額との差額(為替換算損益)が，為替差損益とし
て計上される。他方，一取引基準とは，外貨建取引それ自体と当該取引から生ずる外
貨建金銭債権債務の決済取引とを連続した 1つの取引とみなして会計処理する考え方
である。したがって，ー取引基準によれば，外貨建取引が発生した場合，取引日の為
替相場による本国通貨換算額で仕入，売上，固定資産勘定等に記帳されるが，取引日
から決済日までの為替相場の変動に応じて，その当初記帳額が修正される。つまり，
当初記帳額は，決済額(買掛金・売掛金などの外貨建金銭債権債務の決済日の為替相
場による本国通貨換算額)に修正される。また，決済前に決算日が到来する場合には，
当初記帳額は，買掛金・売掛金などの外貨建金銭債権債務の決算日の為替相場による
本国通貨換算額に修正される。
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取引日の実際の為替レートで換算し，記録すべきであると規定されている。ま
た，実際の為替レートに代えて，平均レートなどの概算法の使用が容認されて
いる。しかしながら，当初取引が先物為替予約等によってヘッジされている場
合は，当初取引に関する会計処理方法について各基準に差異がみられる。国際
会計基準，アメリカ基準およびオーストラリア基準は取引日の実際の為替レー
トで換算し，記録すべきであると規定している。他方，日本，カナダ，イギリ
スおよびニュージーランドの各基準は，取引日の実際の為替レートではなく，
先物レートで換算し，記録すべきであると規定している(図表1において太字
で示しである)。
このように，当初取引が先物為替予約等によってヘッジされていない場合に
は，いずれの基準においても，当初取引は取引日の実際の為替レートで換算し，
記録すべきであると規定されているが先物レートによる換算を支持する有力
二取引基準を支持する主要な論拠は 次のように説明される。つまり，輸出入取引
などの外貨建取引の代金決済を当該取引の発生時に現金で行わずに，繰延べることは，
外貨建取引自体に関する意思決定とは別の経営者の為替リスクに関する意思決定であ
る。したがって，為替相場の変動による損益は，経営者の為替対策の巧拙を示すもの
であると考えられる。このため 当該損益は，営業損益とは別の財務上の損益(営業
外損益)として処理すべきである。また，一取引基準を支持する主要な論拠は，次の
ように説明される。つまり，経営者は，為替相場の変動の状況を考慮に入れ，最終的
な本国通貨決済額を見込んで外貨建取引を行っているのが実情である。したがって，
為替相場の変動による損益は，営業損益に含めて処理すべきである。いずれの基準が
理論上優位であるかは容易に決定できないが，一取引基準の採用には次のような実務
上の問題点があるため，上記の国際会計基準および各国のいずれの基準においても二
取引基準が採用されている。
① ー取引基準によると，本国通貨による最終的な決済がなされるまで，収益，費
用，費用性資産の金額が確定できない。たとえば，代金未決済の商品が決算日までに
販売されている場合，本国通貨での売上原価が確定できないことになる。また，代金
未決済の商品が決算日までに販売されていない場合，決算日における本国通貨での棚
卸資産の金額は，確定したものでなく，翌期に修正されることになる。
② ー取引基準によると，外貨建金銭債務の為替換算損益および為替決済損益を当
該債務に係る資産の原価などに加減する必要があるが，この配賦計算はきわめて煩雑
である。たとえば，原材料の輸入に伴う外貨建金銭債務の為替換算損益および為替決
済損益を原材料，仕掛品，製品，売上原価などに合理的に配賦することは実務上不可
能である。
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な見解がある。このため，以下において，①当初取引が先物為替予約等によっ
てヘッジされていない場合 当初取引を取引日の実際の為替レートか先物レー
トのいずれで換算すべきかについての議論を検討し，次に，②当初取引が先物
為替予約等によってヘッジされている場合，当初取引を取引日の実際の為替レー
トか先物レートのいずれで換算すべきかについての議論を検討する。
(2) 当初取引が先物為替予約等によってヘッジされていない場合における，
当初取引に関する会計処理方法についての議論
前述したように，いずれの基準においても，当初取引が先物為替予約等によっ
てヘッジされていない場合 当初取引は取引日の実際の為替レートで換算し，
記録すべきであると規定されている。しかしながら，取引日の実際の為替レー
トによる換算を支持する見解は あまり見当たらない。むしろ，先物レートに
よる換算を支持する有力な見解がある。以下において，これらの2つの見解を
検討する。
図表1当初取引に関する会計処理方法の国際比較
国際会計基準(I A S N 0.21) 日本(外貨建取引等会計処理基準) アメリカ(S F A S N 0.52) 
外貨建取引は，報告通貨によっ (1) 外貨建取引は，当該取引発 取引が認識される日において，
て当初認識するさいには，取引日 生時の為替相場による円換算額を 取引から生じる各資産，負債，収
における報告通貨と外貨との聞の もって記録する(ーの 1-(1)。 益，費用，利得および損失は，当
為替レートを外貨額に適用した金 取引発生時の為替相場としては， 日の実際の為替レートを用いて企
額で記録すべきである([9 ] ， pa 取引が発生した日における直物為 業実体の機能通貨で測定・記録さ
r.9)。 替相場又は合理的な基礎に基づい れるであろう([8 ] ，貨paとr.16)。
取引日における為替レートは， て算定された平均相場，例えば取 なお，上記の機能通 は，そ
しばしば直物レートと言われる。 引の行われた月又は週の直物為替 の企業実体が活動している主要な
取引日における実際のレートの近 相場を平均したもの等，直近のー 経済環境における通貨である。通
似値であるレートが，実務上の理 定期間の直物為替相場に基づいて 常，それは企業実体が主にそこで
由でしばしば使用される。たとえ 算出されたものによる。ただし， 資金を稼得し，消費している経済
ぱ， 1週間または 1カ月の平均レー 取引が発生した日の直近の一定の 環境における通貨である([8 ] ， 
トが，その期間に生じるすべての 日における直物為替相場，例えば par.5)。
各外貨建取引に使用される。しか 取引の行われた月若しくは週の前 この基準書における基準を文字
しながら，為替レートが著しく変 月若しくは前週の末日又は当月若 通り適用すると，煩雑であると共
動する場合，一定期間の平均レー しくは当週の初日の直物為替相場 に合理的な概算結果を得るために
トの使用は，信頼できない([9] ， によることも妨げない(注解注2)。 は必要のないほど詳細な記録およ
par.10)。 (2) 為替予約等が付されている ぴ計算が要求されるであろう。し
外貨建取引の円換算 たがって，平均値または他の概算
① 個別予約等 方法を使用することが容認される。
取引発生時以前に本邦通貨によ たとえば，収益および費用の金額
る為替予約等が締結され，当該為 を換算するために平均レートを使
替予約等が付されたことによりそ 用することの妥当性が， par.12に
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の取引に係る外貨建金銭債権債務|おいて指摘されている。同様に，
の決済時における円貨額が確定し|詳細な計算結果の近似値を得るた
ている外貨建取引については，当|めの簡便な方法の使用が認められ
該円貨額をもって記録する(ーの|る([8] ， par.29)。
1 -(2)①)。
② 包括予約等
取引発生時以前に締結されてい
る為替予約等を外貨建取引に振り
当てることにより， その取引に係
る外貨建金銭債権債務の決済時に
おける円貨額が確定した外貨建取
引については，当該円貨額をもっ
て記録する(ーの 1-(2)②)。
図表l当初取引に関する会計処理方法の国際比較(続き)
カナダ (AR 1650) イギリス(S S A P N 0 .20)
取引日において，報告企業の外貨建取ヲ|から生じ 外貨建取ヲ|から生じる各資産，負債，収益または
る資産，負債，収益または費用は，その日における 費用は，通常，取引が生じる Bの実際の為替レート
実際の為替レートを使用してカナダドルに換算すべ で現地通貨に換算されるべきである。レートが著し
きである。ただし，取引カfヘッジされている場合は く変動しない場合には，期間の平均レートが近似的
除かれる。その場合は，ヘッジの条件によって確定 レートとして使用される場合がある。取引が契約レー
されているレートを使用すべきである([5] ， par トで決済されることになっている場合にはーそのレー
14)。 トが使用されるべきである。営業取引が‘関連するま
このセクションにおける勧告を文字通り適用する たは対応する先物為替予約によってヘッジされてい
と，合理的な概算での結果を得るためには，煩雑で， る場合司その契約において特定されている為替レー
不必要なほど詳細な記録や計算が要求されるであろ トカf使用されるであろう([1 ]企，業pがar活.4動6)し。
う。したがって，平均法およびその他の概算法の使 なお，上記の現地通貨とは， ..u.....r..'" 11._-1;>"/"....，純キヤツ
用が容認される。たとえば，多数の収益，費用，手IJ シュフローをもたらす主要な経済環境の通貨である
得および損失をそれらの項目が認識された日の為替 ([ 1] ， par.39)。
レートで換算することは，一般に実行不可能で、ある。
適切なその期間の加重平均為替レートが，通常，そ
のような項目を換算するために使用されるであろう
([ 5] ， par..61)。
オーストラリア (ASRB1012) ニュージーランド (SS A P N 0.21) 
外貨建取引から生じる各資産，負債，収益および par.5.3における規定を除いて，外貨建取引は，取
費用は，取引日の実際の為替レートを使用して， 自 引日の実際の為替レートまたはそれに近似するレー
国通貨で当初測定され，勘定に記録される([4] ， トを使用して報告通貨に換算すべきである ([17] 
par.10)。 par.5.1)。
適切なレートに近似する平均レートまたは基準レー 短期の外貨建取引が先物為替予約によってヘッジ
トが，実務上の理由で使用されるであろう。このこ されている場合，これらの先物為替予約において特
とは，経営者の判断の問題であり，重要性に対する 定されている先物レートを取引の測定および報告の
配慮を伴うであろう([4] ， par. xxxiサ。 基礎として使用すべきである ([17]， par.5.3)。
(a) 取引日の実際の為替レートによる換算を支持する見解
ここでは，取引日の実際の為替レートによる換算を支持する 1. J .マーチン
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の見解を検討する。 1.].マー チン([l1J，pp.l00-l0l)は，次のような【設
例1】 (棚卸資産を外貨建で現金購入する取ヲ1)と【設例2】 (棚卸資産を外
貨建で信用購入する取ヲ1)に基づいて，取引日の実際の為替レートによる換算
を支持する見解を以下のように主張している 20
[設例 1] 
UKの会社が外国から棚卸資産を購入し，同日に外貨でその棚卸資産の支払
いを請求される。
1.] .マー チン ([11J，pp.l00)によれば，この取引は，次のように仕訳さ
れる。
①借方外貨 FC ‘A' 
貸方現金 £‘B' 
②借方棚卸資産 £‘C' 
貸方外貨 FC‘D' 
1 . ] .マーチンによれば，この取引は，①UK通貨との交換による外貨の購
入(事前に行われているかもしれない)と②外貨での棚卸資産の購入といった
2つの独立した取引とみなされる。①の外貨の金額‘A' は，その時点、の直物
為替レートと UK通貨の金額‘B' とを結合して，決定される。棚卸資産の帳
簿価額，つまり，E，‘C' を決定するさいに問題が生じる。外貨が取得され，
同日に棚卸資産が購入される場合，同じ為替レート，つまり，E，‘B'で棚卸
2 I.J.マーチン ([11J， p.103)によれば，取引日の実際の為替レートによる換算は，
一般的に妥当するとの見解が次のように主張されている。「本章のこれまでの議論は，
外貨建棚却資産の購入についての会計処理方法の検討に限られてきた。この分析は，
外貨表示のその他の資産の取得を含むように容易に拡大できる。資産が短期的な性格
であるか，長期的な性格なものであるかは， UK通貨で価額を記録するさいに使用さ
れる為替レートに影響を与えない。このアプローチを資産の売上を含むように拡大す
ることは極めて簡単である。たとえば，外貨表示の売上がある場合， UK通貨での受
取額のUK通貨相当額は，売上時点での実際の直物為替レートによって決定すべきで
ある。関連する外貨建債権の予定決済時がいつであろうと，この方法は事の真相を表
すものである。J
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資産を記録することが経済的な現実を表す。しかしながら，外貨が事前に取得
され，棚卸資産が購入される場合には，棚卸資産のUK通貨価額を算定するた
めにどの為替レートがもっとも適切であるかを決定することが必要となる。 I.
J.マー チン([l1J， pp.l00-l0l)は，外貨が事前に取得されている場合も，
取引日の実際の為替レートによる換算を支持する見解を次のように主張してい
る。
「会社が外貨預金を保有しており，それを引き出して外貨建の棚卸資産を購
入すると仮定しよう。また，経営者が，外貨預金として保有される現金の金額
に関してたえず意思決定していると仮定しよう。これらの意思決定は，会社の
将来における外貨の必要性や将来の為替レートの変動と利子率差異との聞の関
係の評価やその他考慮すべきことに関する経営者の見解を結合することによっ
て，なされる。外貨と UK通貨が自由に転換できると仮定すれば，いつでも特
定の水準に外貨現金残高を保有する『機会原価』は，その日の直物為替レート
による外貨の金額についてのUK通貨相当額である。言い換えれば，会社は，
その日のカレントな為替レートで外貨残高をUK通貨と交換することを選択で
きる。
ここまでの議論を認めるならば特定日の棚卸資産の購入に外貨を用いるこ
とは，その時の実際の為替レートで同日に外貨に売却(転換)されるUK通貨
を用いることと経営上は同じである。言い換えれば，棚卸資産をUK通貨で評
価する目的のために，使用される適切な為替レートは，外貨が実際に取得され
る時期に係わり無く 取引日の実際の為替レートである。」
【設例2] 
UKの会社が外国から棚卸資産を購入し，後日外貨でその棚卸資産の支払い
を決済する。
I.J.マー チン([l1J，p.l0l)によれば，この取引は，次のように仕訳され
る。
①借方外貨 FC‘A' 
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貸方現金
②借方棚卸資産 £‘C' 
貸方外貨建債務
③借方外貨建債務 FC ‘D' 
£‘B' 
FC ‘D' 
貸方外貨 FC ‘D' 
I.J.マーチンによれば，この仕訳は，現金決済の遅れから生じる追加的な
スッテフ。を伴っているが， 【設例 1]の仕訳に本質的に類似したものとみなさ
れる。現金による実際の債務の決済は，本来外貨建取引ではない。つまり，そ
れは，単に，外貨の支払いによって外貨建債務を履行することであると説明さ
れている。 1. J .マー チン ([11J， p.l0l)は，棚卸資産を購入し，後日外貨
でその棚卸資産の支払いを決済する場合も，取引日の実際の為替レートによる
換算を支持する見解を次のように主張している。
「前例(【設例 1]一引用者挿入)に対するのと同じ議論をこの例(【設例
2】-引用者挿入)に適用することができる。外貨が取引日の前，当日，その
後に取得されるかどうかによって， UK通貨での棚卸資産の評価にさいして適
用される為替レートを決定すべきではない。外貨建債務が決済される日の実際
のレートは，外貨が取得される時点のレートと同様に不適切である。決済日の
レートは，おそらく仕入先によって認められる与信期間や総合的なキャッシュ
フローを管理する会社自身の能力により一層関係している。したがって，ここ
での例(【設例2]-引用者挿入)におけるUK通貨での帳簿価額‘C' もま
た，棚卸資産の外貨建価格を支払う責務が発生した日(つまり，取引日)の実
際の為替レートによって決定されるべきである。」
さらに， 1. J .マー チンは， 【設例2】には，債務の決済が棚卸資産の取得
と同時に行われない点に【設例1】との差異があるので，直物レートを用いる
か，関連する債務の決済予定日に対応する先物レートを用いるかが問題となる
と指摘した上で，この問題について 「先物フ。レミアムまたはデイスカウント
は，外貨と本国通貨との聞の利子率の差異を反映するにすぎないので，債務が
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生じた後なんらかの期間債務を決済するために外貨を保有していない会社にとっ
て，それは，経済的には，計算上の利子利得に対する修正にすぎない。伝統的
な会計概念のもとで，最終的な現金決済までの遅れを反映するためにUK通貨
価格の棚卸資産の原価を割りヲ|かないのと同じ意味で，外貨建棚卸資産を割り
引かない。したがって，棚卸資産の原価を算定するさいに使用される適切な為
替レートは，関連する債務が発生する日の実際の直物レートのままである ([1
1J ， pp.101-102) oJと述べ，取引日の実際の為替レートによる換算を主張し
ている 3。要するに， I. J .マーチン([1J ，p.124)によれば， Iこの先物レー
トを用いるアプローチは，先物レートに含まれるプレミアムまたはデイスカウ
ントが取引自体より決済の遅れという財務に関係しているとの事実認識に基づ
いて拒絶され，直物レートの使用が支持される。」と主張されている。
(b) 先物レートによる換算を支持する見解
ここでは，当初取引が先物為替予約等によってヘッジ、されていない場合で、あっ
3 I.J.マーチン([11 ] ， p.1 02)は，企業が取引日に為替予約を締結し，通貨エクス
ポージャーをヘッジする場合も，先物為替レートではなく，取引日の実際の為替レー
トによる換算を支持する見解を次のように主張している。「外貨建の棚卸資産につい
ての適切な会計処理は 多分，先物通貨買予約によって結果として生じるエクスポー
ジャーを排除する会社にとっての『原価』をも考慮、に入れる方法であると主張される。
この方法が先物プレミアムまたはデイスカウントによる利子修正を含むか否かに関係
なく，先物為替レートを使用することはより正しい方法ではないのであろうか。
そのようなアプローチは，明らかに正しくないであろう。それは， UK通貨による
棚卸資産の購入と外貨によるその購入との聞に，首尾一貫しない会計処理をもたらす
だけではなく，それは，適用される基礎的な会計原則が，通貨エクスポージャーが残
らない会社を基礎としなければならないといった誤った仮定に依存している。
外国為替エクスポージャーは大多数のUK企業にとっての事実であり，外貨建取引
の会計目的は，そのエクスポージャーから生じる損益を適切に報告することを保証す
べきである。ここでの例([設例 2]-引用者挿入)における会社が，外貨建債務を
ヘッジしようとしないなら，取引日と決済日との聞に生じる損益は，その期間直物レー
トの正味の変動によって決定されるであろう。会社が，取引日に外貨を購入するか先
物為替予約または同等の契約の利用によって，そのエクスポージャーのへッジを遂行
すると決定するならば，その取ヲlから，いかなる通貨損益も生じない。」
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ても，取引日にたっている決済予定日の先物レートによる換算を支持する見解
を検討する。たとえば，森田教授 ([13J， 161-163頁)は，次のような【ケー
スAdに基づいて，先物レートによる換算を支持する見解を以下のように主
張している 40
【ケー スAl]
3/1に，原価￥70，000(為替レート以外の金額の単位は1，000とする)の製
品を$1，000で輸出。代金は掛とし， 6/30に受取る契約とする。 3/1のSRは
$ 1ニ￥110，この時点での6/30決済のFRは$1 =￥108.92であった。為替
予約(売予約)はしない。 6/30に代金を回収し，その時のSR$l=￥107で
円に替えた ([13J， 161-162頁)。
森田教授は， 【ケー スAdに基づいて，直物レートによる換算の不合理性
について「この取引において 最終的に￥37，000(=107，000-70，000)の利益
が得られたことは明らかであるが，売上高の金額は， r基準Jでも FA S52で
も，取引日のSR換算額￥110，000と計算される。そして， この金額は，二取
引基準を採用することにより，売掛金回収時のレートがどのように変動しても，
売上高の金額として確定される。しかし，￥110，000という金額は，売上高の
金額としてどのような意味をもっているだろうか。…それは，売上取引がもた
らすであろう収入額(円貨額)と無関係な金額である。$1，000の売掛金は，
4 宮田氏 ([12J， 37-38頁)も，先物レートによる換算を支持する見解を「たとえ企
業が為替予約をしていない場合でも，当日の直物相場に代えて，決済予定日の先物相
場で換算することにしてはどうかという提案がなされている。…この立論は，二取引
基準を根底としながら，決済日の実現レートを客観的に予測し，これをもって売上額
(または仕入額)を記帳しようというものである。そもそも取引発生日の直物相場と
いうものは，輸入なら検収日に，輸出なら船積日にたまたまそのレートを銀行がクオー
トしていたというだけのことで，企業の採算のベースになったレートでもなし， さり
とて決済日の予想レートでもなし，経営的にはほとんど意味のないレートである。そ
れで，取引日にも，直物のほかに先物相場が建っており，これによれば決済日の予想
レートが，かなりの客観性をもって捉えられる点に着目した意欲的な考え方で，大い
に注目すべきものであるが， r基準』注解3が明瞭に f取引が発生した日における直
物相場』といっている以上，本提案が試案の域を出ないことはもとよりである。」と
述べている。
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6/30に回収され，円転換されるが，その時のSRは取引日の SRとはまった
く無関係であるからである ([13J， 162頁)oJと指摘した上で，先物レートに
よる換算を支持する見解を次のように主張している 50
「これに対して，今日では，この取引による収入額(円貨額)を取引日に確
定する手段が存在する。為替予約がそれである。取引日の 3/1に6/30を決済
日とする FRで為替売予約をすれば，この取引による収入額￥108，920を確定
することができるのである。『基準jでは，取引時に為替予約が付されていれ
ば予約したFRで換算することとしている。…
結論をいえば，予約をするしないに拘わらず，売上高の金額は取引日のFR
で換算するのが合理的である。予約をすれば￥108，920の収入額が確定できる
が，予約をしないのは，より多い収入額(円貨額)を目論んで，つまり円安を
見込んで投機 (speculation)をすることを意味している。このような投機行為
は，製品の販売という営業活動とは別の行為である。投機の結果，収入額が￥
108，920以上になる場合もあれば以下になる場合もあろう。しかし，￥108，920
との差額は，それが損であれ益であれ，投機行為の成果で、あって，売上高の測
定とは無関係とみるべきであろう。
5 森田教授 ([13]， 163頁)は，上記の【ケースAl]についての会計処理を次のよう
に示している。
3/1 (借)外貨売掛金 108，920 
(貸)売上 108，920 
6/30 (借)現金 107，000 
為替差損 1，920 
(貸)外貨売掛金 108，920 
また，森田教授 ([13]， 162頁)は， [ケー スAl]に基づいて，決済日の直物レー
トによる換算の問題点を「取引日のSRに代わる換算レートとしては，決済日のSRも
考えられる。このケースでは$1 =￥107である。これはー取引基準であるが， この
換算は，それ自体としては合理的といえよう。この換算額はこの取引により最終的に
得られた収入額(円貨額)だからである。しかし，この基準では，決済日以前に決算
がある時は，決済時のSRを予測してその期の収益の額を決定しなければならないと
いう問題が生じるのである。jと指摘している。
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また，このように取引時にFRで換算すれば，外貨建売掛金について認識さ
れる為替差損益の額は，取引時のFR換算額￥108，920と決済額￥107，000の差
として計算されることになるが この額こそが，取引日に円貨額を確定せずに
目論んだ投機の結果を示すものである。取引日のSR換算額はその時点で確定
できる円貨額ではないので，それと決済額とを比較しでも，意味のある投機損
益の額を示すことにはならないのである ([13J， 162-163頁)oJ 
また，白鳥教授 ([22J， 13-14頁)も， 【設例】 (米ドル建$10，000の輸出
が行われ，輸出代金の受け取りは 3か月後，輸出代金の円貨決済に際して先物
予約が行われていないものとする。)に基づいて 先物レートによる換算を支
持する同趣旨の見解を次のように主張している。
白鳥教授は，この【設例】における売上収益について， Iこの場合，実は，
売上収益は外貨$10，000という形で実現していこそすれ，円貨でいくらという
形では確定していない。したがって，円貨による実現売上収益をいくらで計上
すべきかという問題が生じる。この計上基準としては，①取引時の直物相場，
②企業が合理的に予測した決済時の予想直物相場，③取引時にたっている 3か
月先物相場，の3つが考えられる ([22J， 13頁)oJと述べた上で，①と②の
不合理性について，次のように指摘している。
「上記のうち①は，取引時と決済時がごく接近している場合には合理的で妥
当な基準と考えられるが，そうでない場合，およそ売上収益は企業が受け取っ
た，もしくは受け取りうると期待される代価の額で計上すべきだという見方か
らすれば，必ずしも適切な基準とはいいがたいように思われる。なぜなら，取
引時の直物相場が決済時のそれに等しいとか近似しているという保証はまった
くないからである。この見方に対して，売上はもともと外貨で実現しているに
すぎないのだから，取引時における売上計上額はほんの暫定的な金額にすぎず，
したがって，とりあえずの措置とし，たとえば取引時の直物相場を基礎として
計上しておけばよいという見方もあろう。しかし，この見方はどちらかといえ
ば実現という概念にそぐわないように思う。
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いやしくも実現収益として勘定記入する以上，その金額は可能なかぎり確実
で合理的な金額でなければならないであろう。②の基準は観念的には①より合
理的であると思われるが，将来の為替相場を予測することが著しく困難なこと
は，最近の円高環境のもとでしばしば経験されているところであり，したがっ
て，確実性，検証可能性の見地からみて難点がある ([22J， 13頁)oJ 
その上で，白鳥教授 ([22J， 13-14頁)は，先物レートによる換算を支持す
る見解を次のように主張している。
「③の先物相場による売上計上額は，取引時から決済時までの間における為
替リスクを回避しようとする際に企業が受け取りうる円貨の額であり，予想さ
れるミニマムの円貨受取額を意味するものと解される。というのは，企業が予
想する決済時直物相場の期待値が先物相場より高ければ，先物予約は行われな
いであろうし，逆に決済時直物相場の期待値が先物相場より低ければ，企業は
先物予約を行うであろうと考えられるからである。このように，先物相場によ
る計上額は，為替リスクの要素を除いたミニマムの営業収益を意味するものと
考えられる。しかも それは 先物市場という客観的市場で形成されている相
場を基礎とする金額であって，確実性，検証可能性の点でも，一応，問題はな
い。このようにみると，取引時と決済時とがたとえば1か月以上離れているよ
うな場合には，実際に先物予約の有無にかかわらず，取引時に成立している決
済時先物相場を基準として売上を計上することが考えられるように思う。」
以上述べてきた当初取引が先物為替予約等によってヘッジされていない場合
における，当初取引に関する会計処理方法についての議論，つまり， (a)取引日
の実際の為替レートによる換算を支持する見解と(b)先物レートによる換算を支
持する見解を比較した場合，少なくとも理論的には，先物レートによる換算を
支持する見解の方が説得力があると考えられる。また，私見によれば，次のよ
うな論理によっても，先物レートによる換算は支持できると考えられる。
本国通貨または本国通貨に対する請求権の移転を伴わない交換において取得
した資産は，一般に，公正価値の原則を用いることによって測定される。つま
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り，取得した資産は， 1ヲ|渡した資産Jの公正価値または「取得した資産」自
体の公正価値のうちより明確な証拠のある公正価値によって測定される。たと
えば，商品を輸入する外貨建取引の場合， 1取得した資産」自体の公正価値に
ついての証拠はないが 「ヲ!渡した資産」が外国通貨であるなら， 1引渡した
資産」の公正価値は 明確な証拠のある公正価値によって測定される。つまり
「ヲ|渡した資産(外国通貨)Jの公正価値は，購入日の直物レートによる換算額
によって測定される。しかし 「引渡した資産」が外国通貨に対する請求権
(輸入企業側から外貨建債務)であるなら， 151渡した資産(外国通貨に対する
請求権)Jの公正価値は，購入日の直物レートによる換算額でなく，先物レー
トによる換算額によって測定されると考えられる。また，商品を輸出する外貨
建取引の場合， 1ヲ|渡した資産」自体の公正価値についての証拠はないが， 1取
得した資産Jが外国通貨であるなら， 1取得した資産(外国通貨)Jは，明確な
証拠のある公正価値によって測定される。つまり 「取得した資産(外国通貨)J
の公正価値は，販売日の直物レートによる換算額によって測定される。しかし，
「取得した資産」が外国通貨に対する請求権(外貨建債権)であるなら， 1取得
した資産(外貨建債権)Jの公正価値は 販売日の直物レートによる換算額で
はなく，先物レートによる換算額によって測定されると考えられる。
(3) 当初取引が先物為替予約等によってヘッジされている場合における『当
初取引に関する会計処理方法についての議論
図表1(278~279頁参照)から明らかなように，当初取引が先物為替予約等
によってヘッジされている場合は，当初取引に関する会計処理方法について各
基準に差異がみられる。国際会計基準，アメリカ基準およびオーストラリア基
準は，取引日の実際の為替レートで換算し，記録すべきであると規定している。
他方，日本，カナダ，イギリス，ニュージーランドの各基準は，取引日の実際
の為替レートではなく，先物レートで換算し，記録すべきであると規定してい
る。前者の会計処理は， 1独立処理法J6と言われ，後者の会計処理方法は，
「振当処理法yと言われる。以下において，これらの会計処理方法を支持する
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それぞれの見解を検討する。
(a) 独立処理法を支持する見解
森田教授 ([15J，5頁)は，独立処理法を支持する見解を「アメリカの基準
に示されているような形の独立処理法には，確かに大きなメリットが認められ
る。振当てという作業が原則的には不要になり 個別予約・包括予約という概
念も不要になる。また，投機ないしディーリング目的の為替予約一一張当処理
法のもとでは振り当てられない為替予約一一ーについても自動的に損益が計上さ
れる。Jと説明している 80
また，企業財務制度研究会 ([10J， 75頁)によれば，独立処理法を支持す
る見解は， Iヘッジ対象とヘッジ手段のそれぞれの損益を両建で示すことによっ
て，ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務に係る換算損益とヘッジ手段である
為替予約に係る換算損益がそれぞれ正負逆の関係で示されるが，このような処
理を行うことでこそ，企業に為替変動の影響がどれだけあったか，そして為替
6 アメリカ基準 (SFASNo.52)によれば，先物為替予約は， 1つの独立した外貨建取
引であると規定され，次のような「独立処理法」によって会計処理される。つまり，
外貨建取引をヘッジするための先物為替予約に関する損益(決算日の直物レートと先
物為替予約の開始日の直物レートまたは前期の決算日に損益を測定するために用いた
直物レートとの差額に先物為替予約の外貨金額を掛けることにより算定される。)は，
当期損益として認識される。また，デイスカウントまたはプレミアム(つまり，先物
レートと契約の開始日の直物レートとの差額に先物為替予約の外貨金額を掛けた金額)
は，契約期間に渡って，償却され，当期損益として認識される ([8J，pars.17-18)。
7 日本基準は，為替予約の方法について「個別予約は外貨建取引ごとに個々に為替予
約を付するものをいい 包括予約は外貨建取引の決済約定の状況に応じ，週又は月等
の一定期間ごとの決済見込額の全部又は一部について包括的に為替予約を付すものを
いう(注解注5) oJと説明した上で，包括予約の振当方法について「取引時に包括予
約を振り当てる場合には，週又は月等の一定期間を基礎として合理的な方法により個々
の外貨建取引に振り当てる。決算時における包括予約は，原則として外貨建金銭債権
債務(決済時における円貨額が確定しているものを除く。)に，週又は月等の一定期
間を基礎として合理的な方法により振り当てる。ただし，包括予約の振当方針が明ら
かである場合には，当該方針に基づいた方法により決算時の外貨建金銭債権債務以外
に振り当てることも妨げない(注解注8)oJと規定している。
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リスクを回避するための企業のヘッジ活動の成果がどれだけあったかを適切に
表現できる。これは企業の為替リスク管理の状況を開示する上で，非常に貴重
な情報である。」と説明されている。
(b) 振当処理法を支持する見解
森田教授 ([15J， 5頁)は，振当処理法を支持する見解について「為替予約
はヘッジを目的とするのが本旨であるとみれば，存在する債権債務のヘッジの
ための予約はそれに振り当てるのが本来の手続であるという考え方もできる。
それは，債権債務の決済額を確定するものであるからである。取引時点で予約
がある取引を事実上の円建取引と解釈して，予約レートで換算するという考え
方も，振当処理法の適用以外の何ものでもない。」と説明している 90
また，企業財務制度研究会 ([10J， 75頁)によれば，振当処理法を支持す
る見解は， iある外貨建取引，外貨建金銭債権債務に為替予約が付された場合
には，それらの円貨決済額は予約レートで確定し，その後の為替リスクの影響
を受けないことになるが，この場合，それらの外貨建取引や外貨建金銭債権債
務の『現行基準j(振当処理法一引用者挿入)による円貨換算額は，為替予約
により確定したキャッシュフローを示しており，何ら問題はない。また，将来
の外貨建取引に対する為替予約はオフバランスとなるが，このことは未だ発生
8 森田教授 ([15J， 5頁)は，独立処理法の問題点を「この処理法(独立処理法一引
用者挿入)においても，事実上振当てに類する作業が全く不要になるわけではない。
将来取引に対するヘッジのための予約はそれを識別して，当該予約についての差益を
繰り延べることが必要であり，また 債権債務のヘッジのための予約と投機のための
予約とに異なる換算基準(損益の測定基準)を適用する場合には，この両者も区別し
なければならないからである。」と指摘している。
9 I外貨建取引等会計処理基準の改訂についてJ(企業会計審議会平成7年5月26日)
によれば， I取引発生時以前に為替予約等を付することにより円貨決済額が確定して
いる取引については，当該円貨額を付するという処理も現行基準のとおりである。こ
の処理はー取引基準の考え方によるものであるとの指摘もあるが，このような取引は
事実上の円建取引と考えられるため，現行基準の処理法を踏襲した。Jと説明されて
いる。
また，森田教授 ([15J， 3-4頁)は，振当処理法はー取引基準であると考えられる
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していないヘッジ対象に対する為替予約に係る損益を認識しないことであり，
結果としてヘッジ、会計を行っており，問題はない。」と説明されている。
振当処理法を適用する場合 ヘッジ目的の為替予約と投機目的の為替予約と
を識別する必要があるし，またヘッジ目的として識別された為替予約を振当す
る必要がある。この為替予約の識別や振当についての客観的な基準を設定する
ことは困難で、あると考えられるので，為替予約の識別や振当が怒意的に行われ，
利益操作の余地が生じると考えられる。振当処理法には，このような点にその
適用上の問題点があるように思われる。為替予約の会計処理方法については，
拙稿 [19Jで詳しく論じた。結論だけ述べれば，為替予約を契約時には記録し
ないが，契約後(決算日)には，市場価格(先物レート)の変動を損益として
ので，二取引基準を採用している「基準」の立場と矛盾するとの指摘に対して，次の
ように述べている。「このような処理(振当処理法一引用者挿入)はー取引基準であ
り，二取引基準ではないとみるむきもある。決済時のレートが取引時に確定していて
も，当該取引(売上・仕入等)は取引時の直物レートで換算するのが二取引基準であ
るという考え方である。アメリカと国際会計基準はそのような換算基準をさだめてい
る(イギリスは予約レートでの換算を認めている)。
ここでの意見の違いは， 1つは外貨建の取引額を取引時の直物レートで換算した額
を，取引(売上・仕入等)の円貨額として重視するか否かにあると思われる。売上・
仕入等の営業取引に関するかぎり，私は，取引の円貨額は，本来，その時点で確定で
きる円貨決済額(先物レートによる換算額)であるべきであり，二取引基準の考え方
により分離される代金決済取引の成果は 取引時(債権・債務の発生時)の先物レー
ト換算額と実際の円貨決済額の差，すなわち，取引時に確定しようとすれば確定でき
た額と確定せずにいたことによる実際の円貨決済額の差として把握されるべきである
と考えている。ただ，すべての取引に先物レートを適用することは実務上煩雑である
ため，直物レートを適用しているとみるのである。この考え方からすれば，取引時に
予約された取引をそのレートで換算することは，けっして二取引基準の考え方とも矛
盾するものとは思われないのである。
もちろん，金利計算が重要な要素となる金融債権・債務の場合は別である。取引時
の直物レートと予約による先物レートの差額(デイスカウント・プレミアム)は金利
差であり，外貨金利を円金利に修正するために決済時までの期間に配分すべき性格の
ものであるから，先物レートにデイスカウント・プレミアムを加減した直物レートに
よる換算が基準になる。しかし，営業債権・債務についての為替予約は，決済額の確
定を主眼とするのであるから，そこに含まれる金利要素を問題にする必要はないので
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計上する方法(一種の独立処理法)によるべきであると考えられる。
E 決算日の換算方法の比較分析
本節では，各基準による決算日の換算方法を比較し，その差異を明らかにす
るとともに，各換算方法の論拠を中心に検討する。
(1 ) 決算日の換算方法の国際比較
図表2(294頁参照)は，各基準による「決算日の換算方法」の国際比較で
ある。この図表2から明らかなように，日本基準以外のいずれの基準において
も，外貨建貨幣性項目は，決算日の為替レートで換算すべきであると規定され
ている。日本基準では，外貨建短期貨幣性項目は，決算日の為替レートで換算
すべきであるが，外貨建長期貨幣性項目は，取引日の為替レートで換算すべき
であると規定されている 10 (図表2において太字で示しである)。
また，外貨建非貨幣性項目は，原則として，換算替えをしないと規定されて
いるかあるいは規定がないので換算替えをしないものと解釈される。ただし，
国際会計基準11およびカナダ基準12においては，外貨建非貨幣性項目が決算日に
市場価格で計上される場合には，決算日の実際の為替レートで換算すべきであ
ると規定されている 130
はなかろうか。J
10 外貨建取引等会計処理基準(注解注10)は，外貨建短期金銭債権債務及び外貨建長
期金銭債権債務について， r外貨建短期金銭債権債務とは，決算日の翌日から起算し
て一年以内に回収又は弁済の期限が到来する外貨建金銭債権債務をいい，外貨建長期
金銭債権債務とは，決算日の翌日から起算して一年をこえて回収又は弁済の期限が到
来する外貨建金銭債権債務をいう。なお，同一通貨建ての外貨建長期金銭債権債務等
から生じる為替相場の変動の影響を減殺する目的で保有していると認められる外貨建
短期金銭債権債務で，継続的な契約期間の更新又は長期契約への変更が確実に見込ま
れるものは，換算上，外貨建長期金銭債権債務として扱う。」と規定している。
また，日本公認会計士協会監査委員会報告第55号「外貨建短期金銭債権債務に関す
る当面の監査上の取扱についてJ(平成7年7月25日)によれば，昭和59年3月31日
以後最初に終了する事業年度において， r外貨建短期金銭債権債務につき，決算時に
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おける円換算額として取得時又は発生時の為替相場による円換算額を付し，決算時の
為替相場による円換算額及び換算差額を財務諸表に注記する方法」を採用し，その後
の事業年度においてこれを継続して適用している場合には，当分の間，監査上妥当な
ものとして取り扱うことができるとされている。
11 国際会計基準([9 ] ， par.12)は，公正価値(市場価格)で計上される非貨幣性項
目の決算日レートによる換算について， i項目の帳簿価額は，該当する国際会計基準
に準拠して算定される。たとえば，ある種の金融商品および有形固定資産は，公正価
値または歴史的原価のいずれかで測定されるであろう。帳簿価額が歴史的原価または
公正価値のいずれに基づいて算定されようと，外貨建項目についてそのように算定さ
れる金額は，本基準に準拠して報告通貨で報告される。」と説明している。
12 カナダ基準([5 ] ， par. .17)は，市場価格で計上される非貨幣性項目の決算日レー
トによる換算について， i状況によっては，外貨建取引によって取得される非貨幣性
資産は，取引日において確定したコストではなく，市場価格で財務諸表に計上される
場合がある(たとえば，市場価格に切り下げられる棚卸資産)。市場価格が外貨で表
示されている場合，カナダドル相当市場価格を計算するために，取引日の実際の為替
レート(つまり，歴史的為替レート)を外貨建市場価格(つまり，カレント価格)に
適用することは非論理的であろう。Jと説明している。
13 外貨建取引等会計処理基準(ーの2-(1)ー ③)は，外貨建有価証券について， i外貨
建有価証券について低価基準を適用する場合には，外国通貨による時価を決算時の為
替相場により円換算した額と，本邦通貨による簿価のうちいずれか低い価額を付する。
また，時価の著しい下落により評価額の引下げが求められる場合の時価は，外国通貨
による時価を決算時の為替相場により円換算した額により，実質価額の著しい低下に
より評価額の引下げが求められる場合の実質価額は，外国通貨による実質価額を取得
時の為替相場により円換算した額による。」と規定している。
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図表2 決算日の換算方法の国際比較
国際会計基準(I A S N 0.21) 日本(外貨建取引等会計処理準) アメリカ(S F A S N 0.52)
(a) 外貨建貨幣性項目は，決 イ 外貨建短期金銭債権債務 各決算日において，記録企
|算日レートを使用して報告す 外貨建短期金銭債権債務に 業実体の機能通貨以外の通貨
べきである。 ついては，決算時の為替相場 で記録されている残高は，カ
(b) 外貨建の歴史的原価によっ による円貨額を付する。 レントレートを反映するよう
て帳簿に計上されている非貨 口 外貿建長期金銭債権債務 に修正されるであろう([8 J • 
幣性項目は，取引日のレート 外貨建長期金銭債権債務に par.16)。
を使用して報告すべきである。 ついては，取得時又は発生時
(c) 外貨建の公正価値によっ の為替相場による円貨額を付
て帳簿に計上されている非貨 する。
幣性項目は，公正価値が決定 ハ為替予約又は通貨先物の
されたときの為替レートを使 付されている外貨建金銭債権
用して報告すべきである。 債務
([ 9 J • par.ll ) 本邦通貨による個別予約等
が付されていること又は包括
予約等が振り当てられている
ことにより，決済時における
円貨額が確定している外貨建
金銭債権債務については，当
該円貨額を付する(ーの 2-(1)ー
②)。
カナダ (AR 1650) イギリス(S S A P N 0.20)
各決算日において，外貨建貨幣性項目は，決
算日の実際の為替レートを反映するように修正
すべきである([5 J • par..16)。
各決算日においては，市場価格で計上されて
いる報告企業の非貨幣性資産にとってのカナダ
ドル相当額は，外貨建市場価格に決算日の実際
の為替レートを適用することによって算定すべ
きである([5 J • par..18)。
オーストラリア (AS R 81012) 
決算日において未決済の外貨建貨幣性項目は，
決算日のカレントな直物レートで換算される
([ 4 J • par..ll)。
外貨建貨幣性資産および負債は，決算日にお
いて，決算日の実際の為替レ}ト， または該当
する場合には，関連する取引条件のもとで確定
されている為替レートを使用して換算すべきで
ある。営業取引について関連または対応する先
物為替予約がある場合，これらの契約で特定さ
れている為替レートが使用されるでろう([1 J •
par紛)。
外貨建借入によって資金調達される外国持分
投資の処理に関連するpar.51による特別な規定
を条件として，非貨幣性資産はいったん，換算
され，記録されれば，通常事後的な換算をする
必要はないであろう([1 J • par.47)。
ニュージーランド(S S A P N 0 .21)
par.5.3における規定を除いて，各決算日にお
いて，貨幣性項目は，決算日レートで換算すべ
きである ([17J • par.5.2)。
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(2) 決算日の換算方法に関する議論
前述したように日本基準以外の基準においては，決算日の換算方法として，
外貨建貨幣性項目をすべて決算日の為替レートで換算する方法(決算日レート
型換算方法)が規定されている。日本基準においては，外貨建貨幣性項目を短
期・長期に区別し，外貨建短期貨幣性項目は取引日の為替レートで換算し，外
貨建長期貨幣性項目は決算日の為替レートで換算する方法(短期長期区分型換
算方法)が規定されている。このため，以下において①決算日レート型換算方
法と②短期長期区分型換算方法を検討する 140
(a) 決算日レート型換算方法を支持する見解
決算日レート型換算方法を支持する見解は，次のように主張される。つまり，
①貨幣性項目(貨幣性資産・負債)は 決算日においてその時点での現金回収
可能額または現金支払額で測定すべきである。したがって，②外貨建金銭債権
債務も決算日の自国通貨による回収可能額または支払額で測定すべきである。
14 理論上は，外貨建貨幣性項目をすべて取引日の為替レートで換算する方法(取引日
レート型換算方法)も考えられる。企業財務制度研究会 ([10J， 44頁)は，取引日レー
ト型換算方法の論拠として次のような 3点を指摘している。
① 換算差損益実現の不確実性の重視
「外貨会計基準」が外貨建長期金銭債権債務はHRで換算するとしているのは，換
算差損益の確定の可能性が低く，不確実な損益を認識することは好ましくないとの理
由によるといわれているが これは為替相場の変動状況をみると何も長期に限ったこ
とではなく，外貨建短期金銭債権債務についてもあてはまるという見方から，短期の
換算についてもHRを適用すべきという意見がある。
② 利益管理の障害除去と実務負担の軽減
この方法によれば，期末において外貨建金銭債権債務のCRによる換算替えを行わ
ないため，決算予測がしやすく，利益目標の管理に適していると主張されている。ま
た，実務面からも決算時の換算替えの手聞が省けるという点で支持されている。
③ 換算差益の処分可能利益への不算入
この方法によれば，例えば外貨建金銭債権について，決算時の為替相場が取引日よ
りも円安になっている場合でも換算差益を認識せず，これを処分可能利益の計算に含
めることはない。したがってこの方法は 「換算差益の処分可能利益への算入」とい
う問題点の解答となる。
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③外貨建金銭債権債務についての決算日レートによる換算額は，決算日の自国
通貨による回収可能額または支払額のよりよい見積額であるので，決算日レー
ト型換算方法は，適切な換算方法である。また，決算日レート型換算方法を支
持する見解によれば，為替レート変動の影響を開示した方が投資意思決定によ
り有用な情報を提供できるという実態開示の観点から，決算日レート型換算方
法は，適切な換算方法であると主張される 150 たとえば，企業財務制度研究会
([10J ， 43頁)は，決算日レート型換算方法を支持する見解勺こついて， I貸借
対照表の貨幣項目(貨幣性資産・負債)は， r法令や契約によって，その金額
(券面額，金銭回収額，金銭支払額)が確定している項目』であると解される
限り，外貨建金銭債権債務は，決算時の自国通貨による回収可能額または弁済
額を示すべきものであり，したがって，短期，長期を問わず，外貨建金銭債権
債務の換算についてはCRを適用すべきである。また，このような意味で外貨
建金銭債権債務をCRで換算し開示することは，投資等意思決定情報の提供と
いう観点からも妥当であるとの意見がある。」と述べている。
また，柴教授 ([20J， 38頁)は，上記の決算日レート型換算方法を支持する
15 白木助教授 ([21J，75頁)は，実態開示の観点からの決算日レート型換算方法の有
用性について， Iしかし実態開示の側面からは決算日レートで決算日の金額を何ら
かの方法で開示する情報の方が実態により近い状況を表わしている。有用性があるか
どうかは利用者によって異なるが実態を開示することに注目すれば決算日レートに
よる，為替レート変動の影響を開示した方がより実態を表わした情報といえよう。」
と述べている。
16 企業財務制度研究会 ([10J， 43-44頁)は，これ以外に決算日レート型換算方法の論
拠として次の 2点を指摘している。
① 損益認識のミスマッチの解消および換算基準の整合性
この方法によれば，短期調達一長期運用といった場合において運用と調達の換算
基準が同ーとなり，為替差損益認識時点のミスマッチを解消できるという意見があ
る。
② 換算差損の処分可能利益への算入
この方法によれば，例えば外貨建金銭債権について，決算時における為替相場が
取引日よりも円高になっている場合においても， CRを適用し換算替えを行うこと
により，処分可能利益の計算上，換算差損が認識される。潜在的とはいえ発生して
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見解の核心部分である「決算日レートによる換算額は，決算日の自国通貨によ
る回収可能額または支払額のよりよい見積額である。」との主張について，
「米英の基準等は，外貨建貨幣項目は，短期・長期の区別なく決算日レートを
用いて換算することを要求している。外貨建貨幣項目は将来の転換(決済)を
意図して保有されている資産・負債であるから，決算日以後の比較的近い将来
に決済が予定されていない場合でも，決算日時点で転換取引の仮定に基づいて
円貨による支払予想額・受取期待額を示すことは意義がある。すなわち，決算
日レートによる換算額は決済額のよりよい指標だと考えられるからである。」
と述べている。さらに，イギリスの会計基準委員会による公開草案27([ 2 J ， 
par.5)も，同様の主張を「決算日において，たとえば，現金預金および金銭債
権債務などの外貨建貨幣性資産および負債は，その日の実際の為替レートを用
いるか，該当する場合には将来当該金額を受け取るまたは支払うことを約束し
た為替レートを用いて換算すべきである。このことは 最終的に決済される時
点で実現されるまたは支払われるであろう金額についての最善の見積をもたら
すであろう。Jと述べている。
上記のような決算日レート型換算方法を支持する見解に対して，決算日レー
トによる換算額は 未確定な金額であり 換算差額を損益計算書に計上するこ
とは，未実現利益を認識することになるとの問題点が指摘されている 170 たと
えば，白木助教授 ([21J， 75頁)は，この問題点を次のように指摘している。
「ここで，外貨建債権について考えてみると，為替レートの変動しEかんによっ
いる損失を認識する点で，処分可能利益計算を重視する保守主義の立場からこれを
支持する意見がある。
17 企業財務制度研究会 ([10]， 48頁)は，ここで指摘された決算日レート型換算方法
の問題点について， i外貨建長期金銭債権債務について換算差損益実現の確実性は本当に
低いのかどうか疑問であるとの意見がある。すなわち，現在では，外貨建長期金銭債権債
務についても，為替予約や通貨スワップ，通貨オプションといった手法により， CRで換
算する場合の換算差損益実現の確実性を高めることは可能だという意見である。この意見
によると，長短ともにCRを適用すべきであり，長短換算基準が異なるのは適当ではない。J
と述べている。
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て，将来受け取るべき金額あるいは支払うべき金額が未確定であるという，自
国通貨とは根本的に区別しなければならない特徴を有している。この特徴をみ
る時，果たして，決算期末時点において決算日レートで換算替えして，差額を
当期損益計算に算入する処理を認めることは適当であるといえるのであろうか。
取得時あるいは発生時レートを適用している企業が，外貨建金銭債権債務の
期末開示価額を決定する際，未実現利益(本国通貨に確定されていない状況)
の算入を回避することを論拠として重視していることが予想される。処分可能
利益の算定を重視する企業にとって，未実現利益を当期利益に算入することは，
保守的見地からしても認められないはずである。
また，決算期末に決算日レートで外貨建金銭債権債務の帳簿価額を換算替え
し，評価益を計上することは，原価主義会計に反する処理といわざるをえない。
すなわち，原価主義会計の下では，外貨建金銭債権債務の貸借対照表価額とし
て，取得時あるいは発生時レートによる換算額を表示することが論理的に首尾
一貫した方法である。その視点からみれば取得時あるいは発生時レート採用
企業の方が理論的な選択をしているといえよう。」
また，カナダ基準([5 ] ， par..15)によって，同様の問題点が「外貨建取
引が決算日までに決済されないで，為替レートが変動してしまう場合，財務諸
表に計上すべき債権・債務の金額に関する問題が生じる。為替レートの変動が
さらに生じるかもしれないので，その金額は，取引日に確定したカナダドル相
当額を反映し続けるべきであり，途中の期間に生じた為替レートの変動を決済
日に至るまでの間の各決算日において修正すべきではないと主張されることが
ある。」と説明されている。
(b) 短期長期区分型換算方法を支持する見解
短期長期区分型換算方法を支持する見解によれば，基本的には短期・長期を
問わず決算日レートによって換算すべきであるが，外貨建長期金銭債権債務に
関する換算差損益は，外貨建短期金銭債権債務のそれに比べて不確実であると
の観点から，外貨建長期金銭債権債務については，換算替えをすべきではない
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と主張されるへたとえば，企業財務制度研究会 ([10J，46頁)は， この見解
について「貸借対照表の貨幣項目(貨幣性資産・負債)は，法令や契約によっ
て，その金額(券面額，金銭支払い額等)が確定している項目であり，長短を
間わず決算時の自国通貨による回収可能額または弁済額を明らかにする CRで
換算すべきであるが，換算損益の不確実性は，為替相場変動の実情からみて，
やはり短期よりも長期の方が高く，このように不確実性の高い長期のCRによ
る換算から生じる換算損益を認識することがはたして妥当かどうか疑問視する
見方がある。」と述べている 190
18 柴教授 ([20]， 42頁)は， I理論的アプローチのもとでは，未実現利益の排除や長
期項臣に係る為替換算差損益の繰延べという主張がなされる場合であっても，短期項
目と長期項目とで異なる換算方法を採用しなければならないという考えは生じないで
あろう。決算日レート換算か取引日レート換算かのいずれかの方法が統一的に適用さ
れねばならないのである。差損益の処理は換算の方法を決定した後に検討されるべき
別個の問題である。jと主張した上で，外貨建取引等会計処理基準によって採用され
ている短期長期区分型換算方法について 「これに対して 企業会計審議会の採った
アプローチは発生損益をどの範囲まで損益計算に含めるかを考えた上で換算率の選択
問題に答を出す方法なのである。すなわち(1)(決算時の外貨換算に際していかなる為
替相場を選択・適用すべきかについての問題一引用者挿入)と(3)(為替相場の変動を
企業会計上認識するにあたり，確定的な影響のみを認識する考え方及び暫定的な影響
をも認識する考え方のうちいずれの考え方を重視すべきかの問題一引用者挿入)の問
題を別々の問題として考えないのである。審議会は短期貨幣項目についてのみ開示主
義の観点から発生損益を損益計算に含むことを容認する立場を示したのである。この
立場を理解しようとすれば，外貨建貨幣項目を含めた外貨建項目をいったんすべて非
貨幣項目と考えてみればよい。非貨幣項目にはそれぞれ取引日レート換算額が存在す
る。過去の取引事実について決算日レートで換算する必然性はないのである。為替レー
ト変動の影響は決済時に把握すればよいのである。」と説明している。
19 企業財務制度研究会 ([10J， 46頁)は，これ以外に短期長期区分型換算方法の論拠
として次の3点を指摘している。
① 貨幣・非貨幣法への流動・非流動法の加味
一方，流動・非流動区分は，伝統的な考え方であり，外貨建金銭債権債務の換算
だけにみられる特異なことではないという見方がある。このような見方から， この
方法を支持する意見がある。
② 貨幣・非貨幣法と商法
貨幣・非貨幣法を適用し外貨建長期金銭債権債務もCRで換算するが，換算によ
り生ずる換算差損益は決済日まで繰延べる方法も考えられる。しかし，繰延べの合
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また，森田教授は， I換算差額をその期の損益として認識することを前提と
すれば，決算時レートと発生時レートのいずれで換算するかは，期末時点まで
に生じている為替レートの変動額を当期の損益として認識することが妥当かど
うか，という観点から判断されることになる ([15J， 2-3頁)oJ と述べた上
で，短期長期区分型換算方法を支持する見解を次のように主張しているヘ
「ヘッジ手段のない場合は別として，現在では，一般的には，長期・短期い
ずれの債権債務についても，決算時の為替レートを基準にして(デイスカウン
ト・プレミアムの問題はあるが，一一後述参照)決済額を確定しようとすれば
確定できる。ということは，その時点までの為替レートの変動額，その時点ま
でエクスポージャーの状態にしておいたことによる投機の損益を確定できる。
それを確定しないのは，さらに投機を続けることを意味する。したがって，そ
の時点までの為替レートの変動額は，その時点までの投機損益として認識すべ
きである。これが，長期・短期を問わず，決算時のレートで換算し，為替差損
益を認識すべきであるという考え方であると思われる。
しかし，損益の額を確定できるということと，それをただちに損益として認
識することとは別である。特に利益に関しては，利益としての認識要件を充た
しているかどうかが問題になる。ここでの要件は，確実性と資金的裏づけ(近
理性，損失の繰延べについての商法上の適法性等について問題があるとすれば，外貨
建長期金銭債権債務はHRで換算し， CRによる換算額を注記するという現行の「外貨
会計基準」が最良の選択であるという意見がある。
③ 実務負担
外貨建長期金銭債権債務を現行基準に従ってHRで換算している場合，長期にもCR
を適用する方法に変更すると，決算実務の負担が大きくなるので現行のままでよいと
いう意見もある。
20 森田教授 ([15J， 2頁)は， I外貨建短期金銭債権債務を決算時の為替レートで換算
するという基準は，国際的にも共通している。これに対して，外貨建長期金銭債権債
務を取得時・発生時の為替レートで換算するのはわが国だけの換算基準のようである。
諸外国の基準(国際会計基準を含む)はおしなべて決算時レートである。そのような
ことから，審議の過程でもこれを決算時レートで換算すべきとする意見もかなりあっ
た。」と述べている。
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い将来にキャッシュフローを伴うこと)であろう。このような観点からみれば
少なくとも外貨建長期金銭債権債務について換算差益を認識することには問題
がある。
他方，換算差損については，長期の金銭債権債務であっても，これを認識す
ることに伴う上記の問題はない。しかし，エクスポージャーの状態にある長期
のものの損失の確実性は，一般に短期より小さく，回復の可能性があるかもし
れない損失をただちに認識すべきかどうかという問題が残る。ここから， r改
訂基準Jでは，重要な為替差損についてのみ認識すべきものとしている。私は
このように考えている([15 J ， 3頁)oJ 
また，柴教授 ([20J， 42-43頁)は，短期長期区分型換算方法を支持する類
似の見解を次のように説明している。
「取引日レート換算の場合には 為替レート変動の影響が一切反映されない
ので，特に将来に転換を予定する貨幣項目について現在の為替レートで把えた
決済期待額についての情報を欠くことになる。この情報を提供するのが決算日
レートによる換算額でこれが決算日レート換算のもつ第一の意義である。
ところが，開示主義の立場をとるといっても，この決算日レート換算額を財
務諸表の注記として記載する場合と本体の数値として開示する場合の2つがあ
る。後者の方式によった場合，決算日レート換算の意義は実現主義会計の中で
は同時に欠点ともなりうる。『基準Jにいう開示主義とはこの後者の方式を指
すようであるから，決算日レート換算の持つ欠点を考えた上で適用範囲を限定
せざるをえない。それゆえ，長期金銭債権・債務については現在の市場との関
連性が少ないゆえに，非貨幣項目本来の会計処理として歴史的取引事実を示す
にとどめた。換言すれば現在の市場と関連のない項目から生じる発生損益を
損益計算に含むことを否定した，と考えることはできないで、あろうか。」
上記の短期長期区分型換算方法を支持する見解に対して，次のような 2つの
問題点が指摘されるヘ 1つは，為替レートが短期的に大きく変動する場合が
あるので，外貨建短期金銭債権債務についての決算日レートによる換算額も，
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長期のものと同様に未確定な金額であり 換算差額を損益計算書に計上するこ
とは，未実現利益を認識することになるとの問題点である220 たとえば，企業
財務制度研究会 ([10J， 48-49頁)は，この問題点を「現行の『外貨会計基準』
が外貨建短期金銭債権債務の換算にCRを適用することに対して，短期的にみ
21 アメリカ基準 (SFASNo.52)は，短期長期区分型換算方法の問題点を「審議会は，
未決済残高が流動資産および負債に分類される時点(つまり，それらの決済日が 1年
以内になる時点)で為替差損益を認識するとの代替的提案に対して概念的な論拠を見
出さなかった。そのような要請は，為替レートの動きについての経済的効果より貸借
対照表上の分類または決済日を重視することになろう。この要請によれば，また，そ
れに見合うベネフィトを伴うことなく，さらに複雑な会計処理が追加されるであろう
([ 8 J ， par.126)oJと指摘している。
2 企業財務制度研究会 ([10J， 38-39頁)は，短期長期区分型換算方法の問題点(外貨
建短期金銭債権債務を決算日レートで換算することの問題点)として，次の 3点を指
摘している。
① 換算差益の処分可能利益への算入
現行の『外貨会計基準』では外貨建短期金銭債権債務をCRで換算するために，例
えば決算時における為替相場が取引日よりも円安になっている場合には，外貨建金銭
債権に換算差益が発生する。この換算差益を，処分可能利益の計算に算入することに
対して，保守主義の立場から批判がある。このような換算は，健全な保守主義に反し，
会計の目的が処分可能利益の算定にあるとする立場から好ましくないとする指摘であ
る。さらに，外貨建短期金銭債権債務のCRによる換算を要求している現行の『外貨
会計基準Jは，商法の計算規定との関係をどのように捉えたものかを明確にすべきで
はないかという意見もある。
② 換算差損益実現の不確実性と投資意思決定情報の提供
為替相場変動の実情をみると，短期的にも決して安定しているとはいえず，期限 1
年以内の金銭債権債務についても，必ずしも換算差損益の決済時における確定性が高
いとはいえない。このように，実現が不確実な損益を財務諸表に取り込むことは，財
務諸表の数値の信頼性を損ね，投資意思決定情報の提供の観点からも，好ましくない
という指摘がある。
③ 利益管理上の障害
企業の経営者には，目標を達成することが要求されており，中でも利益目標を達成
することは重要な責任である。したがって経営者は，常に当期利益の見込みを把握す
ることに努め，目標の達成が困難であると判断したときは，必要な対応措置を講じる
のが普通である。
ところが，外貨建短期金銭債権債務についてCRを適用する現行の『外貨会計基準』
のもとでは，為替予約等で、ヘッジしていない場合，決算日にならないと損益が確定せ
ず，特に決算日における為替相場の乱高下があると，多額の為替差損益が発生するな
ど，外貨建短期金銭債権債務のウエイトが高い企業では，これが重大な問題となる。
こうしたことから， CRによる換算は，経営者にとって利益管理の観点から好ましく
ないという見方がある。
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ても為替相場の変動は急激かっ大幅であるので，短期についても， CR適用に
よる為替差損益にはかなりの不確実性があるという理由で 短期の換算につい
ても CRを適用するのは好ましくないとする意見がある。この意見によると，
長短ともにHRを適用することになり，やはり長短換算基準の整合性を保持す
ることが必要である。Jと指摘している。もう 1つは，貨幣性項目(貨幣性資
産・負債)は，決算日においてその時点での現金回収可能額または現金支払額
で測定すべきであるので 外貨建金銭債権債務は決算日の自国通貨による回収
可能額または支払額で測定すべきであるが外貨建長期金銭債権債務について
の取引日レートによる換算額は，決算日の自国通貨による回収可能額または支
払額を表さないといった問題点であるおO
以上述べてきた決算日の換算方法に関する議論，つまり (a)決算日レート型
換算方法を支持する見解と(b)短期長期区分型換算方法を支持する見解は，決算
23 企業財務制度研究会 ([10J， 39-40頁)は，短期長期区分型換算方法の問題点(外貨
建長期金銭債権債務を歴史的レートー取引日レートーで換算することの問題点)とし
て次の3点を指摘している。
① 換算差損の処分可能利益への不算入
『外貨会計基準』では外貨建長期金銭債権債務をHCで換算するため，例えば外貨
建金銭債権について，決算時における為替相場が取引日よりも円高になっている場合
においても， CRで換算した場合と異なり，換算差損は処分可能利益に算入されない。
潜在的な損失があるにもかかわらず，処分可能利益の算定上はそれが認識されないの
である。この点について 処分可能利益の算定を重視する保守主義の観点からは，好
ましくないという指摘がある。
② 貨幣・非貨幣法からの逸脱
『外貨会計基準』は，貨幣・非貨幣法を基本としながらも，これに流動・非流動法
を加味することにより，外貨建長期金銭債権債務についてはHRで換算することとし
ている。しかし，貨幣項目とは，本来，契約等によって金額(券面額，金銭回収額，
弁済額等)が確定している項目であり，貸借対照表は，決算時の回収可能額又は弁済
額を表示すべきものであるから，貨幣項目には長短を問わずCRを適用するのが合理
的であるとの理由により，外貨建長期金銭債権債務の換算にHCを適用することとし
ている現行の『外貨会計基準』は好ましくないという意見がある。
とくに，会計の目的は投資意思決定情報の提供にあるとする立場から， HCによる
換算は外貨建金銭債権債務の決算日における円による回収見込額又は要弁済額を表わ
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日レートによる換算から生じる為替変動差額が当期の損益として認識されるこ
とを前提として主張されている。したがって，決算日の換算方法に関する(aXb)
いずれの見解が妥当であるかは，森田教授が指摘したように「期末時点までに
生じている為替レートの変動額(為替変動差額)を当期の損益として認識する
ことが妥当かどうか，という観点から判断されることになる ([15J，2 -3頁)。
」と考えられる。したがって，決算日の換算方法に関する議論は，為替変動差
額に関する会計処理方法についての議論と共に検討する必要があると考えられ
る。為替変動差額に関する会計処理方法についての議論は，次節において検討
する。
N 為替変動差額に関する会計処理方法の比較分析
本節では，各基準による為替変動差額に関する会計処理方法を比較し，その
差異を明らかにするとともに，為替変動差額に関する原則的会計処理方法の論
拠と例外的会計処理方法を検討する。
(1 ) 為替変動差額に関する会計処理方法の国際比較
図表3 (306~308頁参照)は，各基準による「為替変動差額に関する会計処
さないという批判がなされている。
③ 調達一運用に係る損益認識のミスマッチ
例えば，短期借入金で資金を調達し，それを長期貸付金で運用するようなケースを仮
定する。『外貨会計基準Jに従って短期をCR，長期をHRで換算すると，短期(調達側)
については，決算日およびロールオーバ一日毎に為替差損益が認識されるのに対し，長
期(運用側)については，最終決済日にのみ為替差損益が認識されるため，実際には外
貨のポジションはスクエアであるにもかかわらず，財務諸表上は短期(調達側)のみ為
替差損益が計上されてしまい，企業のヘッジの行為が反映されない。このような調達ー
運用に係る損益認識のミスマッチを回避するには，長期についてもCRを適用すること
が必要であるという意見がある。
この意見に対しては，上述のような調達 運用といった資金の対応関係が一般に特定
できるかどうか疑問であるという指摘，さらに，この種のミスマッチ論はヘッジ関係一
般にいえることであり，例えば，外貨建有価証券についても考慮すべきであって， とく
に外貨建金銭債権債務の換算に関連づけてとりあげるのは疑問であるという指摘がある。
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理方法」の国際比較である。この図表3から明らかなように，すべての基準お
いて，換算または決済により生じる為替変動差額は，原則として，為替レート
が変動する会計期間の損益として計上すべきであると規定されているヘしか
しながら，各基準において為替変動差額を為替レートが変動する会計期間の損
益として計上しない例外的会計処理方法が容認されている。この例外的会計処
理方法には，①ヘッジ会計の適用による例外的会計処理方法と②その他の例外
的会計処理方法とがある。以下において，為替変動差額に関する原則的会計処
理方法の論拠と各基準において容認されている例外的会計処理方法を明らかに
するお0
24 文献([ 6 J ，436-437頁)によれば，本論文で検討した各基準に限らず世界中のほと
んどの会計基準においても，為替変動差額は，原則として，損益として処理すべきで
あると規定されている。
25 ニュージ}ランド基準 ([17J， par.4.7)は，為替変動差額に関する会計処理方法の
多様性について， I外貨建取引による未実現損益の会計処理に関する実務は，多様で
ある。短期の貨幣性項目に関する未実現損益は，それらが識別されるときに通常損益
計算書に認識される。同じ実務が，しばしば長期の貨幣性項目に対しても適用される。
しかし，慎重性を根拠にして損益計算書上において未実現利得は繰り延べるが，損失
は以前繰り延べられた利得の範囲内で認識する実務もある。長期の貨幣性項目に関す
る損益を繰り延べ，当期または将来の会計期間の損益計算書に貨幣性項目の残存期間
にわたり組織的にそれらを認識する実務もある。」と述べている。なお，村上氏 ([16J
， 234頁・ 236頁)は， Iフランスでも， PCG.1982によれば，短期長期の区分なく外貨
建金銭債権債務の換算は，決算日レートで行う。換算損益は，当期の損益計算に含め
ず，経過勘定として処理する。これは，換算損益は実現損益ではなく，潜在的損失ま
たは潜在的利得であると考えるためである。換算差額が潜在的損失の場合には，為替
差損引当金の設定対象となる。換算差額が潜在的利得の場合には，未実現換算利益と
して損益計算書には計上されない。つまり，換算損失の場合には費用計上されるが，
換算利益の場合には収益として認識されないことになる。なお，外貨建預金の換算か
ら生じる換算損益は実現損益として当期の損益計算に含める。」と説明されている。
また，文献 ([18J， ~ GER.36)によれば， ドイツにおける会計処理方法について，
「実現為替差損益は，損益が実現した期間に損益計算書に計上される。短期債権債務
に関する未実現利得は，利益として計上されることもあるが，それらは，一般的には，
繰り延べられる。すべての債権債務に関する未実現損失は，発生時に損益計算書に計
上される。」と説明されている。
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図表3為替変動差額に関する会計処理方法の国際比較
国際会計基準(I A S N 0.21) 日本(外貨建取引等会計処理基準) アメリカ(S F A S N 0.52) 
[原則的会計処理方法] [原則的会計処理方法] [原則的会計処理方法]
-当期中に当初記録されたレー -決算時における換算によって -機能通貨と取引が表示されて
トまたは過年度の財務諸表上で報 生じた換算差額は，当期の為替差 いる通貨との聞の為替レートの変
告されたレートと異なるレートで 損益として処理する( の2-(2)。 動が，取引の決済による機能通貨
貨幣性項目を決済するさいあるい -外貨建金銭債権債務の決済 キャッシュフローの期待金額を増
|は企業の貨幣性項目を報告するさ (外国通貨の円転換を含む。)Iこ伴っ 加または減少させる。期待される
いに生じる為替変動差額は，それ て生じた損益は，当期の為替差損 機能通貨キャッシユフローの増加
が生ずる期間の損益として認識す 益として処理する(ーの 3)。 または減少は，為替レートが変動
|べきである([9 ] ， par.15)。 する期間の純利益の算定に一般的
に含められるであろう外貨為替差
1 [ヘッジ会計による例外的会計処 損益である。同様に，外貨建取引
理方法] の決済により実現される為替差損
-在外企業実体における純投資 益(取引日または決済日に至る途
のへッジとして会計処理される外 中の直近の決算日のどちらかより
貨建負債に関して生じる為替変動 近い日から決済日までの期間に測
差額は，純投資が処分されるまで 定される)は，取引が決済される
は，企業の財務諸表上株主持分と 期間の純利益の算定に一般的に含
して分類すべきである。処分時に められるであろう([8 ] ，par.15)。
は，それらの為替変動差額は，損
益として認識すべきである([9] ， [ヘッジ会計による例外的会計処
par.19)。 理方法]
-在外企業実体における純投資
[その他の例外的会計処理方法] の経済的へッジとして指定され，
-在外企業実体における純投資 指定日から有効である外貨建取引
の一部を実質的に構成している貨 に関する損益は，純利益の算定に
幣性項目に関して生じる為替変動 含めない。それは，換算調整勘定
差額は，純投資が処分されるまで と同じ方法で報告されるであろう
は，企業の財務諸表上株主持分と ([ 8 ] ， par.20)。
|して分類すべきである。処分時に -識別可能な外貨建コミットメ
は，それらの為替変動差額は，損 ント(たとえば，設備を購入また
益として認識すべきである([9] ， は売却する契約)をヘッジする目
1 par.17)。 的の先物為替予約または他の外貨
-為替変動差額が，実際上ヘッ 建取引に関する損益は，繰り延べ
ジ手段がほどこせないほどの通貨 られ，関連する外貨建取引(たと
|の著しい切り上げまたは切り下げ えば，設備の購入または売却)の
から，生じる場合がある。そのよ 測定値に含められる。しかしなが
うな為替変動は，決済できない負 ら，もし，繰延が以後の期におい
債や送り状価額が外貨建である資 て損失をもたらすと見込まれるな
産の最近の取得によって直接生じ らば，損失は繰り延べられない
る負債に影響を与える。そのよう ([ 8 ] ， par.21)。
な為替変動差額は，関連する資産
の帳簿価額に含めるべきである。 [その他の例外的会計処理方法]
ただし，修正後の帳簿価額は，取 -その取引に係わる企業実体が，
替原価と資産の処分または利用に 報告企業の財務諸表に連結された
よる回収可能額のうちいずれか低 り，結合されたり， または持分法
い額を超えではならない([9 ] ， により処理されている場合で，カ3
par.21)。 つ長期的投資としての特質(予測
可能な将来において，決済が計画
または予定されていない特質)を
有している会社聞の外貨建取引に
関する損益は，純利益の算定に含
めない。それは，換算調整勘定と
同じ方法で報告されるマあろう
([ 8 ] ， par.20)。
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図表3 為替変動差額に関する会計処理方法の国際比較(続き)
カナダ (AR 1650) イギリス(S S A P N 0.20) 
[原則的会計処理方法] I [原則的会計処理方法]
・外貨建貨幣性項目または市場価格で計上されて I .決済された取引に関して生じる為替差損益およ
いる非貨幣性資産の換算または決済に基づいて生じ|び未決済の短期貨幣性項目に関する為替差損益は，
る報告企業の為替差損益は，次の(a)および(b)を除い|すべて経常的な活動からの当期損益の一部として報
て，当期純利益の算定に含めるべきである。 I告すべきである。(為替差損益が異常項目として処理
(a) 過年度の利益に含められてきた部分 |されることになる事象から生じない限り，為替差損
(b) 翌会計年度末を超えて固定されたまたは確定|益は経常的な活動からの損益に含めるべきである。
可能な存続期間を有する外貨建貨幣性項目に関|為替差損益が異常な事象から生じる場合には，それ
連する為替差損益 ([5]， par..20) らは異常項目の一部として含めるべきである。)([ 1 ] 
1， par.49) 
[ヘッジ会計による例外的会計処理方法] ・長期貨幣性項目に関する為替差損益も， また，
・自己充足的在外事業体における純投資のヘッジ|損益計算書において認識すべきである([1 ]， par.50)。
に備えることができる。たとえば，報告企業が，英|
固にある在外事業体の純投資を保有し， イギリスポ I[ヘッジ会計による例外的会計処理方法]
ンドを借り入れし，その借入金を在外事業体の純投| ・会社が外国の持分投資の資金を調達するために
資のヘッジと考える場合があろう。ヘッジに関する|または持分投資をヘッジするために外貨建借入金を
為替差損益は，株主持分の独立した構成要素に含ま|利用する場合で，かっこのパラグラフで規定されて
れる在外事業体の財務諸表の換算に基づいて生じる|いる条件が当てはまる場合，持分投資は，該当する
為替差損益と相殺されるであろう。ヘッジが有効で|外貨で表示されており，投資会社の財務諸表に計上
なくなるなら，その期日まで繰り延べられてきたヘッ lするために，その帳簿価額が決算日に決算レートで
ジに関する為替差損益は，株主持分の独立した構成|換算されることがある。投資がこのように処理され
要素に繰り延べられ続けるであろう([5 ] ，par..55)o Iる場合，為替差損益は準備金に斌課されるべきであ
-取引に先だ‘って，外貨建での財または用役の購|り，その場合外貨建借入金に関する為替差損益は，
入または販売がヘッジされる場合，そのような財ま|準備金の変動としての為替差損益と相殺されるべき
たは用役のカナダドルでの価格は，ヘッジによって|である。適用される条件は，次の通りである。
確定される ([5]， par..52)o I (a) 任意の会計期間において，借入金に関する為
-外貨建貨幣性項目は，次の(a)および(b)のへッジ| 替差損益は，持分投資に関する為替差損益の範
によってカバーされる。 I 囲内に限り相殺される。
(a) ヘッジがそれ自体外貨建貨幣性項目である場 I(b) その為替差損益が相殺プロセスにおいて使用
合，へッジに関する為替差損益は，対応するヘッジ| される外貨建借入金は，利益であれその他から
される項目に関する為替差損益と相殺すべきである。| であれ，投資がもたらすことができると予測さ
(b) ヘッジが非貨幣性項目である場合，外貨建貨| れる現金総額を超えるべきではない。
幣性項目に関する為替差損益は，その貨幣性項目が I (c) 採用された会計処理は，毎期一貫して適用す
決済されるまで，繰り延べるべきである([5] ， pa I べきである。([1] ， par.51) 
r..54)。
[その他の例外的会計処理方法]
[その他の例外的会計処理方法] . par.11で概説した例外的ケースにおいては，慎重
・翌会計年度末を超えて固定されたまたは確定可|性の論拠に基づいて，損益計算書において認識され
能な存続期間を有する外貨建貨幣性項目の換算に関|るべき利得の金額，つまり，為替利得が同一項目に
する報告企業の為替差損益は，繰り延べ，組織的か|関する過去の為替損失を超過する金額は，制限され
つ合理的な基準に基づいて，貨幣性項目の残存存続|るべきである (par.50)。つまり，為替利得が同一項
期間にわたり償却すべきである。使用される償却方|自に関する過去の為替損失が超過する金額は，通貨
法を開示すべきである ([5]， par..23)o の転換性または市場性に関して疑いがある例外的ケー
・報告企業の繰り延べ為替差損益の未償却残高は， Iスにおいては，制限されるべきである([1 J， par.11)。
繰延借記または繰延貸記として貸借対照表に記録す
べきである ([5]， par..25)。
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図表3 為替変動差額に関する会計処理方法の国際比較(続き)
オーストラリア (AS R B 1012) ニュージーランド(S S A P N 0 .21) 
[原則的会計処理方法] I [原則的会計処理方法]
-貨幣性項目に関する為替変動差額は，為替レー| ・貨幣性項目の決済時点で生じるすべての為替変
トが変動する会計年度に為替損益として損益計算書|動差額や貨幣性項目が当期中に記録されたときのレー
に計上される。 ([4] • par..12)o トかあるいは過年度の財務諸表で報告されたときの
-外貨エクスポージャーに対する防御のためのヘッ|レートと異なるレートで実体の外貨建貨幣性項目を
ジ取引に関する為替変動差額は. par..34が適用され|報告することから生じる為替変動差額は，当期の損
る場合を除いて，為替レートが変動する会計年度に|益計算書に認識すべきである ([17] • par.5.4)。
おける損益計算書に計上される([ 4] • par. .30) 0 
I [ヘッジ会計による例外的会計処理方法]
[ヘッジ会計による例外的会計処理方法] I ・外貨建負債が独立型在外事業体への純投資のへッ
・自己充足的在外事業体に対する純投資をへッジ|ジとして指定されている場合，それが純投資に関し
する取引に関する為替変動差額は. par.12に準拠し|て生じる為替変動差額によって相殺される範囲内に
て会計処理され，純投資がへッジされる範囲で，連|おいて，当該負債に関する為替変動差額は，外貨換
結上外貨換算準備金に振り替えられるであろう([4] I算準備金に計上すべきである ([17] • par.5.7)。
• par..35)o ・ヘッジ取引が購入または販売される特定の財ま
・財または用役の購入または販売をヘッジするこ|たは用役の価格を確定するために行われる場合，購
とを意図したヘッジ取引に関して. (a)購入または|入日または販売日までのヘッジ取引に関する為替変
販売の日までに発生している範囲での為替変動差額|動差額やその日までのへッジ取引に関するコストは，
や(b)取引日に参加する時点で生じる損益は，繰り延|繰り延べられ，購入取引または販売取引の測定値に
べられ，購入または販売の測定値に含められる([4] I含めるべきである。この手続は，為替レートの変動
• par..34) 0 以外のリスクから生じるであろう損失を財務諸表上
|で認識する必要性を回避するものではない([17J 
[その他の例外的会計処理方法] I par.5.5)。
-自己充足的在外事業体における純投資の一部を| ・外貨建負債が外貨建非貨幣性資産のヘッジとし
形成している外貨建の貨幣性項目に関する為替変動|て指定されている場合，あるいは逆の場合. (a)ヘッ
差額は.par..12に準拠して会計処理され，連結上. Iジ期間中資産は，決算日レートで換算され，為替変
「外貨換算準備金」という準備金に振替られる([4 J I動差額は外貨換算準備金に計上すべきである。 (b)負
• par..14)o 債に関する為替変動差額は，それが資産に関して生
・(a)適格資産と直接結びつけることができるか合理|じる外貨換算準備金によって相殺される範囲内にお
的に帰属させることができる為替変動差額や(b)資産|いて，外貨換算準備金に計上すべきである。ヘッジ
が適格資産でなくなる前に生じる為替変動差額が外|の終了以降，資産は売却されない限り，ヘッジ終了
貨建貨幣性項目に関して生じる場合，為替変動差額|日の実際のレートで換算され続けるべきである([17J 
は，資産の取得原価に含められる。ただし，当該資 1.par.5.6)。
産の帳簿価額はその回収可能額を超えてはならない。| ・将来利益(費用)の流れが，外貨建て負債(資
([ 4 J • par.13) 産)のへッジとして指定される場合，そのようなヘッ
ジ期間の間，負債(資産)は決算日レートで換算す
べきであり，為替変動差額は，繰り延べ，償却すべ
きである。損益計算書に賦課される金額は， カレン
トな12カ月間のまたは前年度の加重平均レートによ
るヘッジ項目の換算から生じる為替変動差額に等し
い金額であるべきである。ヘッジされる項目がへッ
ジの終了時点で非貨幣性資産である場合，資産は売
却されるまで，ヘッジ終了日の実際のレートで換算
され続けるべきである ([17J • par.5.8)。
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(2) 為替変動差額に関する原則的会計処理方法の論拠
為替変動差額に関する原則的会計処理方法(為替変動差額を為替レートが変
動する会計期間の損益として処理する方法)は，次のような論拠に基づいて主
張されている。つまり，決算日の為替レートは，取引が最終的に決済されるで
あろう為替レートについての利用可能な最善の見積であるので，貨幣性項目は，
決算日の為替レートによって換算すべきである。したがって，為替変動差額は
未実現の損益ではあるが，キャッシュフローに反映されるであろう最終的な損
益についての利用可能な最善の見積を表すと考えられる。また，決算日の為替
レートは，客観的なものであるので，為替変動差額も，客観的に算定されると
考えられる。それゆえ，為替変動差額は，為替レートが変動する会計期間の損
益として計上すべきである。
たとえば，イギリス基準(S S A P N 0.20)は，原則的会計処理方法の論
拠を次のように説明している。
「個別企業の活動において決済された取引に関して生じる為替差損益は，す
でにキャッシュフローに反映されている。というのは，為替レートの変動は，
現金決済で支払うまたは受け取る現地通貨相当額を増減させるからである。同
様に，未決済の短期貨幣性項目に関する為替差損益も，まもなくキャッシュフ
ローに反映されるであろうことは確かである。したがって，そのような損益を
当期の損益の一部として認識することは，通常適切である。それらの為替差損
益は，それらが異常項目として処理されるであろう事象から生じない限り，経
常的な活動からの損益に含めるべきである。異常な事象から生じる場合には，
それらの為替差損益は異常項目の一部に含めるべきである([1 ] ， par.8)。
長期貨幣性項目を処理する場合，追加的な配慮が適用される。長期の負債ま
たは資産が満期になる時点で，為替レートがどうなるかを予測することは容易
ではないけれども，報告通貨によって負債または資産を表示する場合その時点
で利用可能な情報に照らして可能な限り最善の見積をすることが必要である。
一般的に言えば，決算日レートでの換算が最善の見積を提供するであろう。関
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連通貨が直物市場や先物為替市場において自由に取引されている場合，特に，
そうである([1 J ， par. 9)。
結果について真実にして公正な概観を与えるためには，長期の貨幣性項目に
関する為替差損益は，発生主義概念に準拠すれば，通常当期の損益の一部とし
て報告されるべきである。単純な現金収支基準に基づくこれらの項目の処理は，
この発生主義概念と矛盾する。未決済取引に関する為替利得は決算日において
為替損失と同じ程度客観的に算定できる。利益は繰り延べるが，損失は認識す
る処理は，為替レートの有利な変動が生じたことを否定する点で非論理的で、あ
るだけではなく，当該年度の企業の業績についての公正な測定を妨げるであろ
う。特に，利益と損失についてのこの同等な処理によれば，通貨の変動と利子
率との聞に相互作用があるであろうことが認識され 通貨に係わる真実な結果
が損益計算書により正確に反映される ([1J，par.10)oJ 
また，ニュージーランド基準(S S A P N 0.21)は 原則的会計処理方法
についての同様の論拠を次のように説明している。
「取引が生じた同じ会計期間内にその取引が決済されない場合，外貨建貨幣
性項目は，決算日レートで換算されるべきである。このアプローチは，決算日
におけるこのレートが取引が最終的に決済されるであろうレートについての利
用可能な最善の見積であり，したがって，決算日における実体の財政状態につ
いてのもっとも有用な表示をもたらすとの見解に基づいている。その結果とし
て，当期の財務諸表上で表示される金額と取引が当期中に記録される金額また
は前期の財務諸表上で表示される金額との差額は，未実現の為替差損益とみな
される ([17J， par.4.6)。
未実現損益は，市場データに基づいており，将来期間における投資，財務ま
たは営業活動からのキャッシュフローに反映されるであろう最終的な損益につ
いての利用可能な最善の見積を表す。損益計算書上に未実現の為替差損失は含
めるが利得は繰り延べることは，矛盾である。というのは，これらの為替利得
は，為替損失と同程度客観的に見積もることができるからである。そのような
- 310 ( 820)ー
アプローチは，外貨との係わりでの企業の業績や将来収益の流れの予測への影
響についての公正な測定を妨げるであろう。したがって，発生主義会計に準拠
すれば，貨幣性項目に関する未実現為替損益は，当期の損益計算書に含めるべ
きであり，将来の会計期間に繰り延べて，賦課すべきではない ([17J， par.4. 
8) oJ 
また，アメリカ基準26 (S F A S N 0.52)は，原則的会計処理方法について，
「外貨建貨幣性資産または負債が当初取引の機能通貨相当額より大きいまたは
26 アメリカ基準 (SFASNo.8)は 原則的会計処理方法の論拠を「審議会は，為替差
損益はレート変動が生じたときに記録すべきであると結論づけた。というのは， (a)レー
トが変動する場合，資産および負債は新しいレートを反映するように調整すべきであ
るからである。 (b)結果として生じる損益は，外貨建の購入によって取得した資産の原
価の修正や外貨建の販売によって記録された収益の修正ではないからである(つまり，
審議会は，いわゆるー取引基準を否定した)0 (c)損益の認識を繰り延べる別の方法も
益322R52:5ZA認さ品協F62産品諒i足長時官、型22
損益を記録する方法，②レートが特定のパーセントを超える場合に為替差損益を記録
する方法，③為替レートが反転しそうな場合，為替差損益を記録しない方法)を検討
し，次のように否定している。
「審議会は，外貨または外貨建債権債務を保有している企業を特殊な状況にあるも
のとみなしている。つまり，企業は，もっぱらレート変動の結果として損益を被る。
したがって，レートが変動する場合，外貨建勘定の修正から生じる為替差損益は，そ
れが生じたときにその状況の結果を適切に報告するために，純利益の算定に直ちに含
めるべきである。財務諸表の利用者は，ある種の債権債務については，その転換また
は決済が，レート変動の数年後になるかもしれない後の期間においてよりも，変動す
る期間においてレート変動の結果について知ることができる。為替差損益の償却に係
わる方法もまた，発生した期間にレート変動の影響を認識できない。したがって，そ
の方法もまた拒否された。([7 ] ， par.164) 
審議会は，レート変動が特定のパーセントを超える場合に限り，為替差損益を記録
する方法の可能性を考察し，拒否した。財務諸表に影響を与えないようなレート変動
の範囲内で許容されるパーセントの範囲が選択されるが，それは必然的に恋意的なも
のとなる。この提案におけるより重大な欠陥は，企業のエクスポーズされている外貨
建ポジションの大きさいかんによっては，比較的低い比率のレート変動でさえ，財務
諸表に重大な影響を与えるので，その方法によれば，レート変動の重要な影響が無視
されるであろう。したがって，審議会は，決算日レートを使用すべきであると結論づ
けた([7 ] ， par.165)。
審議会は，為替レートが反転しそうな場合，為替差損益を繰り延べるべきであると
の見解を考察し，拒否した。この主張によれば，純利益算定においてすべてのレート
変動からの損益を認識することは，レート変動の反転により取り消される為替差損益
を報告することによって，報告利益に不必要な変動が生み出される。審議会は，基礎
にある主張とその会計的な意味を拒否した。この提案は，また，実務上適用できない。
第ーに それは 反転するであろうレート変動と反転しそうにないレート変動との区
別が要求される。第二に，それはレート変動時と反転時との聞におけるレート変動に
対する企業のエクスポージャーにおける変動の予測が要求される。第三に，それは，
レート変動が無限に無視されるのを防ぐために恋意的な期限が要求される。この提案
は，会計測定にとっていかなる客観的基礎も含んでいない([7 ] ， par.166)oJ 
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小さい金額で決済される場合，為替差損益は，直接キャッシュフロー効果を持
つ([8 ] ， par.123)。審議会は，そのような損益は，取引が決済された時点
またはその他の中間時点あるいは中間期間ではなく，為替レ}トが変動した時
点で利益に反映すべきであると結論づけている。この会計処理は，発生主義会
計と首尾一貫している。それは，効果の原因となる事象が生じるときに，キャッ
シュフロー効果を持つであろうレート変動の効果を報告することになる([8 ] ，
par.124)oJと主張した上で，原則的会計処理方法に代わる代替的会計処理方
法(為替レートが反転しそうな場合，為替差損益を記録しない方法)について，
次のように述べ，この代替的会計処理方法を否定している。
「耳切|が決済されるに先だ、って損益をもたらした為替レートが反転するかも
しれないなら，為替差損益は，繰り延べるべきであると提案する論者がいる。
この提案によれば これらの為替差損益が将来の逆のレート変動によって取り
消されるなら，純利益を算定するさいにレート変動による為替差損益を認識す
ることは，報告利益に不必要な変動をもたらすと主張される。審議会は，概念
上および実務上それぞれの根拠に基づいてこの提案を拒否した。過去のレート
変動は，歴史的事実である。審議会によれば これらのレート変動が生じると
きに，在外企業実体の機能通貨キャッシュフローに影響を与えるレート変動を
会計処理することによって，財務諸表の利用者は，もっともうまくサービスを
受けることができると考えている。この提案は，また実務的ではない。つまり，
反転することを含む将来の変動を確実に予測することはできない。結果として，
為替差損益は，レート変動と認識される損益とが関係づけられない期間に最終
的には認識されることになるであろう([8 ] ，par .125) oJ。
(3) ヘッジ会計の適用による例外的会計処理方法
図表3(306'"'-'308頁参照)から明らかなように，多くの基準においてヘッジ
会計の適用による次のような 2つの例外的会計処理方法が規定されている。つ
まり，①日本基準以外のすべての基準において，在外事業体に対する純投資を
ヘッジする取引に関する為替変動差額は，財務諸表上株主持分構成要素(外貨
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換算準備金等)として計上すべきであると規定されているヘ②アメリカ，カ
ナダ，オーストラリアおよびニュージーランドの各基準において，ヘッジ取引
が購入または販売される特定の財または用役の価格(外貨建コミットメント)
を確定するために行われる場合，購入日または販売日までのヘッジ取引に関す
る為替変動差額やその日までのヘッジ取引に関するコストは，繰り延べられ，
購入取引または販売取引の測定値に含めるべきであると規定されている 280 ま
た，これら 2つの例外的会計処理方法(①と②)の他に，カナダ基準 (AR16
50)においてヘッジ会計の適用による例外的会計処理方法が「ヘッジが非貨幣
性項目である場合，外貨建貨幣性項目に関する為替差損益は，その貨幣性項目
が決済されるまで，繰り延べるべきである([5 ] ，par..54)oJと規定されて
いる。カナダ基準([5 ] ， par. .53 )は，このヘッジ会計の適用について次の
ように説明しているヘ
27 カナダ基準 (AR1650)は，ヘッジ会計の適用によるこの例外的会計処理方法につ
いて， I自己充足的在外事業体における純投資のヘッジに備えることができる。たと
えば，報告企業が，英国にある在外事業体の純投資を保有し，イギリスポンドを借り
入れ，その借入金を在外事業体の純投資のヘッジと考える場合があろう。ヘッジに関
する為替差損益は，株主持分の独立した構成要素に含まれる在外事業体の財務諸表の
換算に基づいて生じる為替差損益と相殺されるであろう。ヘッジが有効で、なくなる場
合，当該期日まで繰り延べられてきたヘッジに関する為替差損益は，株主持分の独立
した構成要素として繰り延べられ続けるであろう([5] ， par. .55)oJ と説明してい
る。
28 カナダ基準 (AR1650)は ヘッジ会計の適用によるこの例外的会計処理方法につ
いて， I企業が将来期間に外貨建で財または用役を購入または販売をしようとする合
理的な確実性がある場合，企業はその取引をヘッジしようとすることがある。その結
果，企業はヘッジに参加する時点でこれらの財または用役のカナダドルでの価格を確
定できる。為替レートのその後の変動は，関連する財または用役についてのカナダド
ル価格に影響を与えないであろう。ヘッジに関連するコストは，財または用役のカナ
ダドルでの価格に含められるであろう。ヘッジが有効でなくなる場合，当該期日まで
繰り延べられてきた為替差損益は，継続的に繰り延べられ，取引が発生したときに購
入または販売される財のカナダドルでの価格の一部に含められるであろう([5 ] ， p 
ar..51)oJと説明している。
29 カナダ基準 (AR1650)は，ヘッジ(取ヲ1)について， I外貨建取引に係わる企業
または在外事業体を保有する企業は カナダドルと外貨との聞の為替レートの変動に
起因する損失の可能性から自らを保護しようとする(または利益を確保しようとする)。
この目的を達成するために 為替契約(先物為替予約，先物為替取引，為替オプショ
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「外貨建貨幣性項目をヘッジする意図は，決済時における為替損失の発生の
可能性を打ち消すことにある。ヘッジがそれ自体外貨建貨幣性項目であるなら，
ヘッジ項目もヘッジされる項目もカレントレートで換算されるであろう。した
がって，為替差損益は相互に相殺し合うであろう。ヘッジが非貨幣性項目であ
るなら，為替差損益は，それが必要な外貨に転換されるまで，生じないであろ
う。その結果，ヘッジされる債権・債務に関する為替差損益は，決済日まで繰
り延べるべきである。債務または借入金が将来収益の流れによってヘッジされ
ているならば，将来期間の純利益の算定に含められる金額は，収益の流れがヘツ
ジとして識別される時点における実際の為替レートによって換算される外貨額
であろう。カレントレートで換算される受取り現金に起因して生じる差額は，
繰り延べられ，債務または借入金に関係する繰り延べ金額と相殺されるであろ
う。ヘッジに関するコストは ヘッジが有効な期間に渡って利益に認識される
であろう。」
さらに，ニュージーランド基準において前記の 2つの例外的会計処理方法
(①と②)の他に，次のようなヘッジ会計の適用による 2つの例外的会計処理
方法が規定されている。
ン)に参加したり，特定された外貨建項目を取得することがある(たとえば，外貨建
有価証券の購入は同じ通貨での債務のヘッジとして機能するであろう)。また，取引
の基本的な目的は経済的なヘッジを提供すること以外にあるが，その本質によって副
産物として有効なヘッジをもたらすであろう取引によって，企業が為替レートの変動
から保護されるであろう状況が存在する場合がある。たとえば，既存の資産，負債ま
たは外貨建での将来収益の流入が，有効なヘッジとして機能する場合がある([ 5 ] ， 
par..47)oJと説明している。
また，カナダ基準 (AR1650)は，ヘッジ(取ヲ1)の要件について，次のように規
定している([5 ] ， p ar .50 )。
為替契約，外貨建資産および負債，外貨建での将来収益の流入が，特定の外貨エク
スポージャーのヘッジとみなされる場合，
(a) それは，関連する項目のヘッジとして識別されるべきである。
(b) それは，ヘッジとして有効であり，有効であり続けるであろう合理的な確実性
が存在すべきである。
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(イ) 外貨建負債が外貨建非貨幣性資産のヘッジとして指定されている場合，
あるいは逆の場合， (a)ヘッジ期間中資産は，決算日レートで換算され，為
替変動差額は外貨換算準備金に計上すべきである。 (b)負債に関する為替変
動差額は，それが資産に関して生じる外貨換算準備金によって相殺される
範囲内において，外貨換算準備金に計上すべきである。ヘッジの終了以降，
資産は売却されない限り，ヘッジ終了日の実際のレートで換算され続ける
べきである ([17]， par.5.6)。
(ロ) 将来収益(費用)の流れが，外貨建て負債(資産)のヘッジとして指定
される場合，そのようなヘッジ期間の間，負債(資産)は決算日レートで
換算すべきであり，為替変動差額は，繰り延べ，償却すべきである。損益
計算書に賦課される金額は，カレントな12カ月間のまたは前年度の加重平
均レートによるヘッジ項目の換算から生じる為替変動差額に等しい金額で
あるべきである。ヘッジされる項目がヘッジの終了時点で非貨幣性資産で
ある場合，資産は売却されるまで，ヘッジ終了日の実際のレートで換算さ
れ続けるべきである ([17]， par.5.8)。
以上述べた，ヘッジ会計の適用による為替変動差額に関する例外的会計処理
方法は，いずれもヘッジ取引の目的を達成するための当然の会計処理方法であ
ると考えられる。
(4) その他の例外的会計処理方法
図表3 (306~308頁参照)から明らかなように，国際会計基準，アメリカ基
準およびオーストラリア基準において，次のようなその他の例外的会計処理方
法が規定されている。つまり，これらの 3つの各基準において，在外事業体に
おける純投資の一部を実質的に構成している貨幣性項目に関して生じる為替変
動差額は，財務諸表上株主持分構成要素(外貨換算準備金等)として計上すべ
きであると規定されている300 この例外的会計処理方法を除いて，複数の基準
30 国際会計基準 ([9J，par.18)は，この例外的会計処理方法について， I企業が在
外企業実体から受け取るまたは支払うべき貨幣性項目を有すことがある。近い将来決
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に共通して規定されているその他の例外的会計処理方法はない。つまり，その
他の例外的会計処理方法の多くは，各基準固有の会計処理方法である。たとえ
ば，カナダ基準においては，その他の例外的会計処理方法として，外貨建長期
貨幣性項目についての為替変動差額を繰り延べる方法が規定されている。また，
イギリス基準においては，その他の例外的会計処理方法が， I par.llで概説し
た例外的ケース(為替利得が同一項目に関する過去の為替損失を超過する金額
は，通貨の転換性または市場性に関して疑いがある例外的ケース-引用者挿入)
においては，慎重性の論拠に基づいて，損益計算書において認識されるべき利
得の金額，つまり，為替利得が同一項目に関する過去の為替損失を超過する金
額は，制限されるべきである([1 J ， par.50)oJと規定されている。さらに，
オーストラリア基準においては その他の例外的会計処理方法が， I適格資産
に関する為替変動差額は，資産の取得原価に含められる ([4J，par..13)J 
と規定されているヘさらにまた，国際会計基準においては，その他の例外的
会計処理方法(許容される会計処理方法として)が， I為替変動差額が，実際
上ヘッジ手段がほどこせないほどの通貨の著しい切り上げまたは切り下げから，
生じる場合がある。そのような為替変動は 決済できない負債や送り状価額が
済をする予定も見込みもない貨幣性項目は 実質的に在外企業実体における純投資の
拡大または縮小である。そのような貨幣性項目には，長期の債権または借入金が含ま
れるが，売上債権・債務は含まれない。」と説明している。また オーストラリア基
準 (ASRB1012)は，この例外的会計処理方法について. r自己充足的在外事業体に
関して，純投資の定義には. w企業集団の聞における長期的な債権・債務の残高Jを
含む。長期的な債権・債務の残高に関して生じる為替変動差額は. par. .12に規定さ
れているように会計処理し，連結上. w外貨換算準備金』という準備金に振替える必
要がある。企業集団の聞における長期的な債権・債務の残高は，持分としての本質を
有するからである ([4J.par.xxvii)oJと説明している。
31 オーストラリア基準 (ASRB1012)によれば. rw適格資産』とは，為替変動差額
を資産の取得原価に含めることに関連する次のような資産である。 (a)企業がそれ自
身の活動によって将来の生産的用途のために建設中であるかまたは準備中である資産。
(b)建設請負契約に従って他の実体が使用するために建設されている資産([4 J • pa 
r. .06)Jと定義されている。
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外貨建である資産の最近の取得によって直接生じる負債に影響を与える。その
ような為替変動差額は，関連する資産の帳簿価額に含めるべきである。ただし，
修正後の帳簿価額は，取替原価と資産の処分または利用による回収可能額のう
ちいずれか低い額を超えてはならない([9 ] ， par.21)oJと規定されている320
上記のうちカナダ基準における例外的会計処理方法(外貨建長期貨幣性項目
についての為替変動差額を繰り延べる方法)が，原則的会計処理に代わるもっ
とも有力な代替的会計処理方法として内外において検討されてきた。したがっ
て，以下においてこの例外的会計処理方法を検討する。
カナダ基準 (AR1650)は，この例外的会計処理方法の論拠について，次の
ように述べているヘ
「委員会によれば，固定されたまたは確定可能な存続期間を有する長期の外
貨建貨幣性項目に関する為替差損益は，繰り延べられ 関連する貨幣性項目の
残存存続期間にわたり償却すべきであると考えられている。そのような為替差
損益は，外貨建貨幣性項目が未決済のままである期間(決済年度を含む)に関
する保有コストまたはベネフィトの要素であると考えられる([5 ] ，par..21)。
外貨建貨幣性項目の存続期間中，その貨幣性項目の決済に関して最終的に生じ
るであろう実際の損益は不確実である。各決算日においては，最終的な損益の
金額は，貨幣性項目をカレントレートで再表示するプロセスにおいて見積もら
れる。前年度末の見積額の変動は 外貨建貨幣性項目の保有による最終的なコ
ストまたはベネフィトの修正とみなされる。この修正は 貨幣性項目の残存存
続期間にわたり償却される([5 ] ， par..22)oJ。
32 国際会計基準([9] ， par.22)は，この例外的会計処理方法について， i為替変動
差額は，企業が資産の取得によって生じた外貨建負債を決済またはヘッジできる場合
には，資産の帳簿価額に含めない。しかしながら，負債が決済できない場合や実際上
ヘッジ手段がない場合，為替変動差額は，資産に直接帰属可能な原価の一部となる。
たとえば，為替管理の結果として，外貨を獲得するのが遅れた場合などである。した
がって，許容される代替的会計処理のもとでは，外貨建で取得された資産の原価は，
企業が資産の最近の取得によって直接生じる負債を最終的に決済するため支払わなけ
ればならない報告通貨の金額とみなされる。」と説明している。
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アメリカの基準([8 J ， par.127)は，このカナダ基準に規定されている例
外的会計処理方法(外貨建長期貨幣性項目についての為替変動差額を繰り延べ
る方法)に対する批判を次のように指摘している。
「為替差損益，特に長期債務に関する損益は，繰り延べられ，借入金のコス
トの一部としてその関連する負債の存続期間にわたり償却されるべきであると
提案する別の論者がいる。審議会は，異なる通貨で借り入れた金額に関する為
替差損益を借入資金のコストの一部と考える点で合意している。しかしながら，
負債が決済されるまでその平均レートを客観的に決定できないので，有効な平
均レートで総コストをもたらすための合理的な手続を事前に規定できない。借
入の残存存続期間にわたり過去の為替レート変動の効果を償却することは，こ
の結果を達成しない。その方法は，純利益における損益の認識パターンを変え
るが，それは支持者が排除しようとする多くの変動性を残してしまう。さらに，
償却は，レート変動または企業に影響を与えるその他の経済的事象といかなる
意味においても関係づけられない期間に為替レート変動の効果を配分すること
になる。」
また，企業財務制度研究会 ([10J， 52~53頁)は，為替変動差額を繰り延べ
33 カナダ基準 (AR1650)は，この例外的会計処理方法について次のようなさらに詳
細な規定を設けている。「状況によっては，残存存続期聞が取り決められた期間内に
おいて確定可能であるにすぎない場合もある。このような場合には，為替差損益は，
決済までの最短期間にわたり償却される。貨幣性項目が固定されたまたは確定可能な
存続期間を有しない場合には，為替差損益は，当期の純利益の算定に含められる
([ 5] ， par..22)。長期の外貨建貨幣性項目の存続期間は，満期に先だって決済され
ることによって，変化する可能性がある。このような決済の場合，外貨リスクの実際
のコストは，既知のものとなる。したがって，未償却の為替差損益は，決済日に純利
益に借記または貸記されるであろう([5] ， par..26)。長期の外貨建貨幣性項目の条
件についての再交渉によって， par..26において想定されたような決済を構成しない
状況となる場合もある。このような状況においては，再交渉日における為替差損益の
未償却残高は，再交渉された貨幣性項目の存続期間にわたり償却されるであろう。再
交渉日以降に生じる為替レートの変動から生じる損益は，再交渉された貨幣性項目と
結び、つけられ， par..23に準拠して，残存存続期間にわたり償却されるであろう([5 ] 
， par..27)oJ 
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る方法の問題点を「為替差損益を決済日まで繰延べる方法は， r外貨会計基準J
が外貨建長期金銭債権債務について，採用を検討した方法といわれる。また，
『短期特例』を検討する際に『短期特例Jの代替案として検討された方法であ
る。特に『短期特例Jの代替案としては，①繰延べる為替差損益を未決算勘定
としたときにその性格の説明がつかない，②計算書類において処分可能利益を
確定するという商法の考え方から問題がある，③換算差損の場合には損失の繰
延べとなり問題がある，として現行商法との関連で否定されたものとされてい
る。」と指摘しているヘ
この例外的会計処理方法(外貨建長期貨幣性項目についての為替変動差額を
繰り延べる方法)に関する議論は，前節で論じた短期長期区分型換算方法に関
する議論と同様，外貨建長期貨幣性項目について特別な会計処理をすべきであ
るとする論拠に説得力がないように思われる。
V むすび
本論文では，国際会計基準および各国の会計処理基準における外貨建取引に
関する会計処理方法を比較し，その差異を明らかにするとともに，各会計処理
方法の論拠を中心に検討した。第E節では，各基準による当初取引に関する会
計処理方法を比較し その差異を明らかにするとともに 各会計処理方法の論
拠を中心に検討した。当初取引に関する会計処理方法については，外貨建取引
34 番場教授([3 ] ，45-46頁)は 外貨建長期貨幣性項目についての為替変動差額を
繰り延べる方法を「外貨建取引等会計処理基準」において採用しなかった理由を「外貨建
金銭債権債務について 貨幣・非貨幣法というのが まず本基準のベーシックな考え方と
して，出てきているんです。金銭債権債務の中で，長期のものになぜ貨幣・非貨幣基準を
適用するということで押し通さなかったか。長期のものについても，決算時の換算差額を
出させることとし，これに繰延という会計処理を認めるということにすればすっきりする
わけだ。ところが繰延経理は問題である。商法がありますので，繰延経理ができないとい
うことから短期の金銭債権債務には貨幣・非貨幣法を適用するが，長期のものについては
流動・非流動法を適用し 差損益を出させないようにしている。長期のものについて特別
扱いをする唯一の理由はこの点にある。そう考えるのが筋だと思う。」と述べている。
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が先物為替予約等によってヘッジされていない場合とヘッジされている場合と
に分けて検討した。外貨建取引が先物為替予約等によってヘッジされていない
場合は，当初取引に関する会計処理方法について各基準に差異はないことを明
らかにした。つまり いずれの基準においても，当初取引は，取引日の実際の
為替レートで換算し，記録すべきであると規定されている。しかしながら，先
物レートによる換算を支持する有力な見解があるため，当初取引が先物為替予
約等によってヘッジされていない場合 (a)取引日の実際の為替レートによる換
算を支持する見解(1 . J.マーチンの見解)と(b)先物レートによる換算を支持
する見解(森田教授や白鳥教授の見解など)を検討した。検討の結果，実際の
為替レートによる換算数値は経営上いかなる意味も表さないが，先物レートに
よる換算数値は，企業による確定可能な金額(たとえば，売上高や仕入高)を
表すと主張する「先物レートによる換算を支持する見解」の方が，少なくとも
理論的には，説得力があると結論づけた。さらに 本国通貨または本国通貨に
対する請求権の移転を伴わない交換において取得(または販売)される資産は，
一般に，公正価値の原則を用いることによって測定されるとの観点からも，先
物レートによる換算方法は支持できると結論づけた。
次に，当初取引が先物為替予約等によってヘッジされている場合は，当初取
引に関する会計処理方法について各基準に差異があることを明らかにした。つ
まり，国際会計基準，アメリカ基準およびオーストラリア基準は，取引日の実
際の為替レートで換算し，記録すべきであると規定している。他方，日本，カ
ナダ，イギリスおよびニュージーランドの各基準は，取引日の実際の為替レー
トではなく，先物レートで換算し，記録すべきであると規定している。このた
め，当初取引が先物為替予約等によってヘッジされている場合， (a)取引日の実
際の為替レートで換算し，記録する方法(独立処理法)を支持する見解と(b)取
引日の実際の為替レートではなく，先物レートで換算し，記録する方法(振当
処理法)を支持する見解を検討した。検討の結果，振当処理法を適用する場合，
ヘッジ目的の為替予約と投機目的の為替予約とを識別する必要があるし，また
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ヘッジ目的として識別された為替予約を振当する必要があるので，振当が怒意
的になされることにより利益操作の可能性が生じるとの問題点を明らかにした。
さらに，為替予約の会計処理方法としては，為替予約を契約時には記録しない
が，契約後(決算日)には，市場価格(先物レート)の変動を損益として計上
する方法(一種の独立処理法)によるべきであることを指摘した。
第E節では，各基準による決算日の換算方法を比較し，その差異を明らかに
するとともに，各換算方法の論拠を中心に検討した。決算日の換算方法につい
ては，日本基準以外のいずれの基準においても 差異はないことを明らかにし
た。つまり，日本基準以外の各基準においては，外貨建貨幣性項目は，決算日
の為替レートで換算すべきであると規定されている。日本基準においては，外
貨建短期貨幣性項目は，決算日の為替レートで換算すべきであるが，外貨建長
期貨幣性項目は，取引日の為替レートで換算すべきであると規定されている。
このため， (a)外貨建貨幣性項目をすべて決算日の為替レートで換算する方法
(決算日レート型換算方法)を支持する見解と(b)外貨建貨幣性項目を短期・長
期に区別し，外貨建短期貨幣性項目は取引日の為替レートで換算し，外貨建長
期貨幣性項目は決算日の為替レートで換算する方法(短期長期区分型換算方法)
を支持する見解を検討した。検討の結果， (a)および(b)の見解は，決算日レート
による換算から生じる為替変動差額が当期の損益として認識されることを前提
として主張されているので 決算日の換算方法に関する(a)(b)いずれの議論が妥
当であるかは，為替変動差額に関する会計処理方法についての議論と共に検討
する必要があることを指摘した。
第W節では，各基準による為替変動差額に関する会計処理方法を比較し，そ
の差異を明らかにするとともに，為替変動差額に関する原則的会計処理方法の
論拠と例外的会計処理方法を検討した。為替変動差額に関する原則的会計処理
方法については，いずれの基準においても，差異はないことを明らかにした。
つまり，いずれの基準においても，換算または決済により生じる為替変動差額
は，原則として，為替レートが変動する会計期間の損益として計上すべきであ
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ると規定されている。次に，為替変動差額に関する原則的会計処理方法の論拠
を検討した。為替変動差額に関する原則的会計処理方法は，次のような論拠に
基づいて主張されていることを明らかにした。つまり，決算日の為替レートは，
取引が最終的に決済されるであろう為替レートについての利用可能な最善の見
積であるので，貨幣性項目は，決算日の為替レートによって換算すべきである。
したがって，為替変動差額は未実現の損益ではあるが，キャッシュフローに反
映されるであろう最終的な損益についての利用可能な最善の見積を表すと考え
られる。また，決算日の為替レートは，客観的なものであるので，為替変動差
額も，客観的に算定されると考えられる。それゆえ，為替変動差額は，為替レー
トが変動する会計期間の損益として計上すべきである。
次に，各基準において為替変動差額を為替レートが変動する会計期間の損益
として計上しない例外的会計処理方法が容認されていることを明らかにした。
この例外的会計処理方法については，①ヘッジ会計の適用による例外的会計処
理方法と②その他の例外的会計処理方法とに分けて，その内容を明らかにした。
このうちカナダ基準における例外的会計処理方法(外貨建長期貨幣性項目につ
いての為替変動差額を繰り延べる方法)が，原則的会計処理方法に代わるもっ
とも有力な代替的会計処理方法として内外において検討されてきたことを明ら
かにした。さらに，為替変動差額を繰り延べる方法を支持する見解のもとでは，
短期長期区分型換算方法に関する見解と同様，外貨建長期貨幣性項目について
特別な会計処理(為替レートが変動する会計期間の損益として計上しない会計
処理)を支持する説得力のある論拠が提示されていないことを明らかにした。
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